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人
事
現
場
に
浸
透
し
た

「
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」

学
術
的
な
定
義
の
曖
昧
さ
を
横
目

に
、
実
務
面
で
は
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
と
い
う
概
念
・
考
え
方
に
つ

い
て
多
く
の
試
行
錯
誤
が
行
わ
れ
て

き
て
い
る
。
２
０
１
０
年
前
後
に
は

グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
を
中
心
に
国
内
で

も
先
進
的
に
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
に
注
力
す
る
企
業
事
例
が
出
始
め
、

２
０
１
２
年
、
本
誌
で
も
紹
介
し
た

（
※
３
）。
そ
の
後
、
日
本
企
業
で
も

専
門
組
織
を
立
ち
上
げ
た
り
、
専
用

シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
た
り
す
る
な
ど
、

本
格
的
に
取
り
組
み
始
め
る
事
例
が

散
見
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。
そ
こ
で
、

２
０
１
６
年
、
我
々
は
日
本
企
業
で

も
広
が
り
始
め
た
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
潮
流
に
つ
い
て
、
20
数
社

に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
。
マ
ッ
キ
ン

ゼ
ー
社
が
提
唱
し
た
当
時
の
タ
レ
ン

ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
、
一
部
の
優
秀

層
の
み
を
対
象
と
し
た
も
の
で
あ
っ

た
が
、
こ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
一
部
の

優
秀
層
に
対
す
る
施
策
だ
け
で
な
く
、

全
社
員
を
対
象
と
捉
え
て
い
く
潮
流

が
確
認
さ
れ
た
。
２
０
１
６
年
の
本

誌
で
は
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

３
・
０
と
し
て
、
全
員
型
タ
レ
ン
ト

法政大学大学院　石山恒貴教授の研究（※２）を参考にパーソル総合研究所が加筆・編集

過去発表されているタレントマネジメントの主な定義

「
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」の

変
遷我

々
が
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

に
つ
い
て
機
関
誌
で
取
り
上
げ
る
の

は
、
今
号
で
３
度
目
と
な
る
。

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
い
え

ば
、
周
知
の
通
り
マ
ッ
キ
ン
ゼ
ー
社

が
「W

ar for T
alent

」 （
※
１
）

と
い
う
キ
ー
ワ
ー
ド
を
掲
げ
、
企
業

の
競
争
優
位
性
に
お
け
る
有
能
人
材

の
獲
得
の
重
要
性
を
提
唱
し
た
こ
と

を
皮
切
り
に
、
２
０
０
０
年
代
以
降
、

欧
米
を
中
心
に
盛
り
上
が
り
を
見
せ

た
ト
ピ
ッ
ク
で
あ
る
。
２
０
１
０
年

頃
に
は
、
日
本
で
も
「
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
」
と
い
う
ワ
ー
ド
が
新

聞
や
雑
誌
、
学
術
論
文
等
で
頻
繁
に

見
か
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

た
だ
、
２
０
０
０
年
以
降
、
実
業

界
で
は
そ
の
言
葉
や
考
え
方
が
受
け

入
れ
ら
れ
定
着
し
つ
つ
あ
る
も
の
の
、

学
術
界
で
は
そ
の
定
義
す
ら
模
索
し

て
い
る
状
況
で
あ
り
、
ま
し
て
や
そ

の
理
論
化
に
お
い
て
は
い
ま
だ
途
上

で
あ
る
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

法
政
大
学
大
学
院
の
石
山
恒
貴
教

授
は
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

定
義
を
考
え
る
上
で
重
要
と
な
る
2

つ
の
観
点
を
指
摘
し
て
い
る
（
※
2
）。

ひ
と
つ
は
「
対
象
者
は
誰
か
」
と
い

う
点
。
も
う
ひ
と
つ
は
「
才
能
の
開

発
可
能
性
」
で
あ
る
。
対
象
者
と
い

う
の
は
、
一
部
の
優
秀
層
だ
け
を
選

抜
育
成
す
る
の
か
、
全
社
員
を
戦
力

化
す
る
の
か
と
い
う
、
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
の
対
象
を
指
し
て
い
る
。

ま
た
才
能
の
開
発
可
能
性
に
つ
い
て

は
、
才
能
を
比
較
的
生
来
的
な
も
の

と
考
え
る
か
、
入
社
後
充
分
に
開
発

可
能
な
も
の
と
捉
え
る
か
と
い
う
観

点
で
あ
る
。「
生
来
的
な
も
の
」
と
い

う
観
点
に
立
つ
場
合
は
外
部
採
用
に

軸
足
を
置
く
で
あ
ろ
う
し
、「
後
天

的
に
開
発
可
能
」
と
い
う
観
点
に
立

つ
場
合
は
内
部
育
成
に
軸
足
が
置
か

れ
る
こ
と
に
な
る
。

こ
の
よ
う
に
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
と
い
っ
て
も
そ
の
定
義
は
人

に
よ
り
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。
極
論
す
れ
ば
、
実
務
に
お
い

て
正
確
な
定
義
は
さ
ほ
ど
重
要
で
は

な
い
が
、
社
内
で
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
を
推
進
す
る
際
、
自
分
た
ち

が
ど
の
よ
う
な
人
材
観
を
持
ち
、
ど

の
よ
う
な
観
点
か
ら
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
を
語
り
、
実
施
し
よ
う
と

し
て
い
る
の
か
を
確
認
し
、
共
通
認

識
を
持
つ
こ
と
は
議
論
の
整
理
に
役

立
つ
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

※１　Michaels, Handfield-Jones and Axelrod 『The War for Talent』Harvard Business Review Press (2001年)※２　石山恒貴・山下茂樹「戦略的タレントマネジメントが機能する条件とメカニズムの解明―外資系企業と日本企業の比較事例研究―」日本労務学会誌 Vol.18 No.1:21-43（2017）
※３　パーソル総合研究所「機関誌HITO vol.3 タレントマネジメントの未来」（2012年）

への第一歩に向けて
～今必要とされるに至った変遷と背景～

主
な
定
義

War for Talent 戦略的人事
マネジメント（SHRM）

戦略的 
タレントマネジメント

（STM）

タレントマネジメント
の８要素

Global Talent 
Managemen（GTM）

包摂的 
タレントマネジメント

（FITM）

提
唱
者

マッキンゼー社：
Michaels, Handfield-
Jones and Axelrod

米国人材マネジメント協
会 Collings & Mellahi　他 米国人材開発協会（ATD） Scullion and Collings　

他
Swailes, Downs & Orr　
他

年 2001年 2006年 2009年 2009年 2010年 2014年

定
義
・
提
唱
の
内
容

企業の業績向上には、そ
の企業にとって戦略的に
重要な事業を特定し、それ
を構築・運営することが不
可欠。この構築・運営を
実質的にリードする有能な
マネジメント人材（＊）をどれ
だけ自社内に抱えているか
が、企業の競争力の根源

＊マネジメント人材とは、 
「あらゆるレベルで会社の
目標達成と業績向上を推
し進める、有能なリーダと
マネジャー」を指す

人材の採用、選抜、適材
適所、リーダーの育成・開
発、評価、報酬、後継者
養成等の人材マネジメント
のプロセス改善を通して、
職場の生産性を改善し、
必要なスキルを持つ人材
の意欲を増進させ、現在と
将来のビジネスニーズの違
いを見極め、優秀人材の
維持、能力開発を統合的、
戦略的に進める取り組み
やシステムデザインを導入
すること

企業の競争優位に貢献す
るキーポジションを特定し、
これらのキーポジションに相
応しい高い潜在能力を有し
成果発揮できる人材をタレ
ントプールで開発し、有能
な人材がキーポジションを
充足することができる人材
アーキテクチャーを構築し、
有能な人材の組織への継
続的コミットメントを確保する
こと

組織開発、後継者計画、
パフォーマンス管理、人材
の獲得、能力開発、アセ
スメント、キャリア開発、リ
テンション施策の８要素が
有機的に統合され、事業
目的との整合性を有し、組
織文化、人材の意欲、量、
質と関連があり、組織に
短期と長期の成果をもたら
すもの

多国籍企業が、国際人的
資源管理における施策を
有効活用しながら、有能な
人材を世界的な規模で引
きつけ、選抜、登用、育
成すること

すべての社員が才能を有する
ことを認め受容し、社員がそ
の才能を発揮するために最適
な機会となりうるポジションに
社員を配置し、継続的に評価
を行うこと

1997年 ～ 2000年にか
けて行われた調査を元にま
とめられた書籍『The War 
for Talent』により提唱され
た概念。この提唱をきっか
けに、実務上でタレントマ
ネジメントに重点を置かれる
ようになった。

SHRMとは、HRMを戦 略
との関連によって論じる枠
組みである。この枠組み
では、戦略性がさらに強調
されるに伴って、HRMの 
特 徴 的な人 間 観「ヒト
の 人 間 性を 尊 重 する
点 で はなく、ヒト の 人
間 性 に 資 源 的 価 値を 
見出そうとする点（櫻井, 
2014）」がますます自明視
されるようになった。（櫻井, 
2015）

伝統的人的資源管理か
ら戦略的人的資源管理

（SHRM）へのパラダイム
シフトを端的に示す概念で
あり、かつ、「重要度の高
い職務とその人材要件」に
着目したStrategic Talent 
Management（STM）を
提唱。

当時曖昧だったタレントマ
ネジメントの定義について
2008年より実施した調査
に基づき、米ATDが発表
した定義。「タレントマネジ
メント白書」によって構成要
素の8要素を発表。

STMのメカニズ ムに 立
脚した上で、世 界 的 規
模で人材の異動可能性
や 地 理 的 制 約 へ の 対
処に注目している点を特
徴 とす るGlobal Talent 
Management（GTM）を
提唱。

各人のタレントの成長を組織
の中で発揮し、幸福感が増
進していけば、結果的に成
果も向上するとして、包摂的
TM：fully inclusive talent 
management（FITM）を 提
唱。HRMとの差異を、個人
の才能の成長によってもたらさ
れる幸福感の存在とする。

対
象
は
誰
か

一部の社員に注力する
社員全体を資源的価値

としてみなす
一部の社員に注力する

社員全体に注力することを
重視

やや一部の社員に
注力している

社員全体を
タレントとしてみなす

開
発
可
能
性

先天的であり
外部採用中心

先天的要因と後天的開発可能性を併せ持つ
後天的開発可能性を 

重視
先天的要因と後天的開発

可能性を併せ持つ

個人の才能に着目し
後天的な成長を通じて
幸福感を向上させる

主
な
資
料

書籍 『The War for 
Talent』 
Harvard Business 
Review Press 
(2001/10/15)

「SHRM の枠組みにおけ
る従業員の位置付け」, 櫻
井雅充, 広島経済大学経
済研究論集 
第３８巻第１号　2015年6 
月

「Strategic Talent 
Management: A review 
and research agenda」 
Collings & Mellahi, 
Human Resource 
Management Review, 
2009

Talent Management: 
Practices and 
Opportunities. 
The New Face of 
Talent Management. 
ASTD Press.

「Global Talent 
Management」 
Scullion and 
Collings,November 8, 
2010

「Conceptualising 
inclusive talent 
management: potential, 
possibilities and 
practicalities」, Swailes, 
Downs & Orr, 2014
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増
え
て
お
り
、
そ
の
施
策
内
容
は
個

社
に
よ
っ
て
特
徴
が
表
れ
始
め
て
い

る
。

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が

再
び
注
目
さ
れ
る
２
つ
の
背
景

こ
う
し
た
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
取
り
組
み
拡
大
の
背
景
の
ひ
と
つ

に
は
、
V
U
C
A
（
※
６
）
の
時
代

に
お
け
る
経
営
環
境
の
変
化
の
速
さ

や
不
確
実
性
が
あ
る
。
激
し
さ
を
増

す
市
場
の
変
化
に
対
し
、
そ
の
時
々

に
必
要
な
能
力
を
備
え
た
人
材
を
柔

軟
か
つ
ス
ピ
ー
デ
ィ
に
確
保
で
き
な

け
れ
ば
、
事
業
の
成
長
は
期
待
し
難

い
。
環
境
変
化
に
対
し
て
手
を
こ
ま

ね
い
て
い
れ
ば
、
存
続
が
危
ぶ
ま
れ

る
こ
と
さ
え
あ
る
だ
ろ
う
。
ま
し
て

や
、
国
内
は
既
に
深
刻
な
人
手
不
足

に
陥
っ
て
お
り
、
従
来
通
り
に
新
卒

一
括
採
用
に
依
存
し
、
年
功
で
運
用

す
る
よ
う
な
画
一
的
な
人
的
資
源
管

理
を
し
て
い
て
は
立
ち
行
か
な
く

な
っ
て
い
る
。
現
在
そ
し
て
将
来
の

自
社
の
事
業
に
と
っ
て
い
か
に
必
要

な
人
材
を
発
掘（
も
し
く
は
採
用
）し
、

育
て
、
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
獲
得

す
る
か
は
、
競
争
優
位
の
源
泉
と
な

る
。
そ
の
た
め
に
も
、
社
内
人
材
の

一
人
ひ
と
り
の
情
報
を
丁
寧
に
把
握

し
、
個
に
対
応
し
た
新
た
な
人
材
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
の
概
念
と
し
て
「
タ
レ
ン

ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
の
推
進
が
求
め
ら

れ
て
い
る
と
い
え
そ
う
だ
。

今
回
の
調
査
で
も
過
去
３
年
で
売

上
高
が
増
加
し
た
企
業
が
約
半
数
で

あ
っ
た
の
に
対
し
、
従
業
員
人
数
は

減
少
も
し
く
は
変
わ
ら
な
い
企
業
が

6
割
を
超
え
て
い
る
。
就
業
者
一
人

当
た
り
の
労
働
生
産
性
は
こ
こ
数
年

横
ば
い
が
続
い
て
い
る
こ
と
を
踏
ま

え
る
と
（
※
７
）、
限
ら
れ
た
人
員
数

で
企
業
成
長
を
支
え
て
い
る
苦
し
い

状
況
が
う
か
が
え
る
（
図
２
）。
ま
た
、

「
直
近
3
年
間
に
お
け
る
ビ
ジ
ネ
ス

環
境
の
変
化
」
に
つ
い
て
、「
優
秀
な

人
材
が
不
足
し
て
い
る
」「
人
員
の

確
保
が
難
し
く
な
っ
て
い
る
」
が
上

位
に
挙
が
っ
た
。
そ
の
ほ
か
「
法
規

制
や
業
界
ル
ー
ル
が
大
き
く
変
化
し

て
い
る
」「
技
術
革
新
が
急
激
に
進

ん
で
い
る
」
な
ど
も
上
位
に
挙
が
り
、

人
事
の
仕
事
が
急
激
に
増
加
し
、
煩

雑
化
・
複
雑
化
し
て
い
る
状
況
が
浮

き
彫
り
と
な
っ
た（
図
３
）。

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の
関

心
が
高
ま
る
も
う
ひ
と
つ
の
背
景
は
、

人
事
分
野
に
お
け
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

の
進
歩
だ
。
H
R
テ
ッ
ク
の
進
化
・

普
及
に
伴
い
、
勘
や
経
験
だ
け
に
頼

ら
な
い
デ
ー
タ
ド
リ
ブ
ン
な
人
事
が

で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
る
だ
ろ
う
。
人
事
領
域
で
収
集

で
き
る
デ
ー
タ
は
、
個
人
に
ま
つ
わ

る
異
動
、
担
当
職
務
、
給
与
、
評
価

な
ど
の
人
事
給
与
シ
ス
テ
ム
か
ら
抽

出
で
き
る
基
本
情
報
を
始
め
、
従
来

人
事
給
与
シ
ス
テ
ム
に
は
格
納
で
き

な
か
っ
た
も
の
に
至
る
ま
で
膨
大
な

量
と
な
っ
て
い
る
。
古
く
は
、
優
秀

「売上高」の変化

大幅に増加している（120％以上）　　増加している　　あまり変わらない
減少している　　大幅に減少している（80%以下）

（%）

「営業利益」の変化

「従業員人数」の変化

43.04.7 37.0 14.7

36.74.0

5.3

40.3 16.3

31.7 43.7 18.0

３年前と比較した会社の業績等の変化（n=300）図2

当てはまる　　どちらかと言えば当てはまる　　どちらともいえない　　どちらかと言えば当てはまらない　　当てはまらない
（%）

優秀な人材が不足している

新たな代替品の出現が脅威となっている

新たな競合企業が
急激に参入してきている

協力業者との関係性が
急激に変化している

M&Aや組織改革などにより
組織が大きく再編されている

従業員と組織との関係性が
急激に変化している

グローバル競争が激化している

顧客ニーズが急激に変化している

技術革新が急激に進んでいる

法規制や業界ルールが大きく
変化している

人員の確保が難しくなっている

31.3

33.7

17.7 41.7 30.0 7.0 3.7

13.7 40.3 33.3 8.7 4.0

9.7 4.713.0 33.3 39.3

11.0 26.0 33.7 12.0 17.3

8.0 28.3 40.7 13.3 9.7

9.3 24.0 29.7 16.3 20.7

4.7 26.7 50.7 13.3 4.7

5.3

8.3 23.0

24.3 42.3 17.7 10.3

40.0 18.3 10.3

17.0

46.3 16.7 3.0 2.7

4.03.042.3

会社の主要事業における直近３年程度の環境変化（n=300）図3

ダイバーシティ＆
インクルージョン

越境学習

オンボーディング

ヒューマン・キャピタル

ヒューマン・リソース・
マネジメント(HRM)

タレントマネジメント

エンゲージメント

一般的な定義を他者に説明できる　　一般的な定義は理解している
聞いたことはあるが、曖昧である　　あまり聞いたことがない　　よくわからない

23.7 39.3 16.7 12.08.3

14.06.7

15.06.7

16.010.7

40.0 20.0

39.3 22.7

31.3

29.0 27.0

25.021.328.0

30.7

17.7 18.3

18.7

19.3

7.0

8.0

11.3

16.3

（%）

次の人事用語を知っていますか（n=300）図１

21.0 13.37.034.7 24.0

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
潮
流
に
つ
い
て
提

言
を
示
し
た（
※
４
）。

そ
し
て
２
０
１
９
年
現
在
、
タ
レ

ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
い
う
言
葉
は
、

日
本
企
業
の
人
事
の
現
場
で
一
般
的

な
人
事
用
語
と
し
て
普
及
し
て
い
る
。

今
回
、
パ
ー
ソ
ル
総
合
研
究
所
が
日

本
の
中
堅
・
大
手
企
業
の
人
事
課
長

以
上
3
0
0
名
向
け
に
行
っ
た
調
査

（
※
５
）
で
は
、
８
割
が
「
タ
レ
ン
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
い
う
用
語
を
聞
い

た
こ
と
が
あ
る
」、
５
割
が
「
そ
の
一

般
的
な
定
義
を
理
解
し
て
い
る
」
と

回
答
。「
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
」
や

「
ヒ
ュ
ー
マ
ン
・
リ
ソ
ー
ス
・
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
（
H
R
M
）」
と
い
っ
た
用

語
と
同
程
度
に
、
メ
ジ
ャ
ー
な
人
事

用
語
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で

き
た
（
図
１
）。
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
に
積
極
的
に
取
り
組
む
企
業
も

な
人
事
部
長
ら
の
頭
の
中
に
は
こ
う

し
た
一
人
ひ
と
り
の
情
報
が
職
人
的

に
イ
ン
プ
ッ
ト
さ
れ
て
い
た
の
か
も

し
れ
な
い
が
、
現
代
の
膨
大
な
情
報

量
に
対
応
す
る
こ
と
は
も
は
や
難
し

い
。
し
か
し
、
今
の
技
術
力
を
も
っ

て
収
集
さ
れ
た
豊
富
な
デ
ー
タ
を
う

ま
く
分
析
・
活
用
す
れ
ば
、
人
材
を

多
面
的
に
深
く
科
学
的
に
可
視
化
で

き
る
。
最
近
で
は
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
や
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
と
い
っ
た

ソ
フ
ト
面
の
情
報
把
握
も
可
能
に
な

り
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
施
策

で
実
現
で
き
る
こ
と
の
可
能
性
は
格

段
に
広
が
っ
て
き
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況
の
下
、
日
本
企
業

で
は
ど
の
程
度
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
推
進
さ
れ
て
い
る
の
だ
ろ
う

か
。
本
誌
で
は
、
実
態
調
査
の
結
果

を
解
説
す
る
ほ
か
、
２
つ
の
企
業
事

例
を
紹
介
す
る
。
個
に
対
応
し
た
新

た
な
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
必
要
性

を
感
じ
、
こ
れ
か
ら
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
に
取
り
組
も
う
と
し
て
い

る
企
業
や
、
経
営
か
ら
の
要
請
で
何

か
ら
着
手
し
よ
う
か
と
考
え
始
め
て

い
る
企
業
の
皆
様
が
実
践
の
一
歩
を

踏
み
出
す
際
の
参
考
と
な
る
こ
と
を

願
い
、
３
度
目
と
な
る
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
特
集
を
お
届
け
す
る
。

※４　パーソル総合研究所「機関誌HITO vol.10 全員を光らせろ！～タレントマネジメントの潮流～」（2016年）　※５　パーソル総合研究所実施の調査。調査概要は６ページ参照
※６　「VUCA」とは、変動性、不確実性、複雑性、曖昧性という４つのキーワードの頭文字から取った言葉で、「人」と「組織」の最大活用が求められ、複雑化を極めた現代を指す。 
※７　公益財団法人日本生産性本部「労働生産性の国際比較2018」

タレントマネジメント実践への第一歩に向けて
～今必要とされるに至った変遷と背景～

実態調査

日本企業の人事300人に聞く
“タレントマネジメントの今”

人事施策の実態について

最大の課題は人事戦略が経営戦略に紐づいていないこと

システム導入実態について

P.06

P.08

P. 13

P. 14

P.02

INDEX

Case Study.01

社員一人ひとりの経歴や希望を見つめた「職種変更」により
経営方針に合った人材を育成

	 株式会社丸井グループ

Case Study.02

9事業に分散する人材を見える化し全社最適の視点から
育成・配置、企業と人材の持続的成長を目指す

	 双日株式会社

Expert View

個人の才能に着目し開花させるFITMへの期待
～タレントマネジメントは日本に根付くか～
	 石山 恒貴氏　法政大学大学院政策創造研究科 研究科長・教授

櫻井功 編集長が語る

人口減少の中、日本企業が生き残る方策は
健全な処遇を土台にしたタレントマネジメントの実行

P.18

P.21

P.24

P.26
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日本型86.3%20%以下68.0%

36.720.310.014.36.77.7

■従業員規模（n=300）

■海外売上比率（n=300） ■雇用慣行（n=300）

■設立年数（n=300）

（%）

55.3 31.0 10.7

（%）

3年未満
3～10年未満
10～20年未満
20～30年未満
30～40年未満
40～50年未満

50～70年未満
70年以上
わからない

日本型
どちらかといえば日本型
どちらかといえばジョブ型
ジョブ型

40.0 28.0 10.7 7.7 6.7

0.7

6.3

（%）

（%）

海外事業の売り上げはない（国内事業のみ）
20％未満
20％～40％未満
40％～～60％未満
60％～80％未満
80％以上
わからない

300名未満
300～500名未満
500～1,000名未満
1,000～10,000名未満
10,000～50,000名未満
50,000名以上

40年以上67.0%1,000名以上65.7%

20.014.3 7.715.342.7

人
事
施
策
と
シ
ス
テ
ム
導
入
の

実
態
を
明
ら
か
に

パ
ー
ソ
ル
総
合
研
究
所
は
、
タ

レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
態
を
把

握
す
る
た
め
、
日
本
企
業
の
人
事

3
0
0
人
を
対
象
に
「
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
実
態
調
査
」
を
実
施
し

た
。
回
答
者
は
、
人
事
部
の
課
長
相

当
な
ら
び
に
部
長
以
上
の
役
職
者
で
、

従
業
員
3
0
0
名
以
上
の
企
業
の
み

を
対
象
と
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を

用
い
て
実
施
し
た
。

本
調
査
で
は
、
２
つ
の
観
点
に
分

け
て
設
問
を
設
計
し
、
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
態
を
明
ら
か
に
し

よ
う
と
し
た
。
ひ
と
つ
目
の
観
点
は

「
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す

る
人
事
施
策
の
実
態
」
で
あ
る
。
日

本
企
業
内
に
お
け
る
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
人
事
施
策
（
※
）

の
実
施
状
況
を
確
認
す
る
。
ふ
た
つ

目
の
観
点
は
「
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
導
入
実
態
」
で
あ

る
。
個
々
の
人
材
に
関
す
る
人
事
情

報
の
活
用
が
必
要
と
な
る
タ
レ
ン
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推
進
す
る
場
合
、

シ
ス
テ
ム
が
有
効
で
あ
る
た
め
だ
。

日
本
企
業
3
0
0
社
に
お
け
る
タ
レ

ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
導

入
実
態
を
確
認
し
、
導
入
目
的
や
活

用
実
態
、
今
後
の
課
題
を
明
ら
か
に

し
た
い
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
結
果
を

通
じ
、
今
後
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
を
推
進
す
る
企
業
が
と
る
べ
き

ア
ク
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
も
言
及
し
て

い
き
た
い
。

調
査
対
象
企
業
の
大
半
が

日
本
型
雇
用
の
大
手
企
業

調
査
結
果
の
解
説
に
入
る
前
に
、

調
査
対
象
者
の
人
事
3
0
0
人
の
属

性
な
ら
び
に
勤
務
先
の
企
業
属
性
を

確
認
し
て
お
き
た
い
。
ま
ず
、
業
種

は
「
製
造
業
」
が
31
・
7
%
と
最
多
、

次
い
で
「
そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
」「
金

融
業
、
保
険
業
」
が
多
い
。
役
職
は

「
課
長
相
当
」が
54
・
７
％
と
最
も
多

く
、
残
り
の
半
数
が
部
長
相
当
以
上

で
あ
っ
た
。
設
立
年
数
は
「
40
年
以

上
」
の
企
業
が
全
体
の
67
・
０
％
を

占
め
た
。
年
間
売
上
高
は
１
０
０
億

円
以
上
が
77
・
０
％
、
従
業
員
規
模

は
1
0
0
0
名
以
上
が
65
・
７
％

と
、
大
企
業
勤
め
の
回
答
者
が
比
較

的
多
い
。
海
外
事
業
展
開
は
海
外
売

上
比
率
20
％
以
下
が
68
・
０
％
。
雇

用
慣
行
は
、「
ジ
ョ
ブ
型
」
よ
り
も

「
日
本
型
」
を
採
用
す
る
企
業
が
多
く
、

86
・
３
％
で
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の
結

果
か
ら
、
本
調
査
の
回
答
者
の
勤
務

先
企
業
は
「
日
本
型
の
雇
用
慣
行
を

採
用
す
る
大
手
企
業
」
が
多
く
を
占

め
て
い
る
と
い
え
る
。

冒
頭
で
指
摘
し
た
通
り
、
多
く

の
企
業
が
人
材
不
足
に
陥
っ
て
い
る
。

人
手
が
足
り
な
い
状
態
で
は
、
こ
れ

ま
で
当
た
り
前
に
行
っ
て
い
た
「
一

括
採
用
か
ら
、
全
員
を
リ
ー
ダ
ー
候

補
と
し
て
一
律
育
成
す
る
」
と
い
う

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
、
も
は
や
機
能
し

な
い
。
個
に
対
応
し
た
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
で
、
す
べ
て
の
社
員
を

輝
か
せ
よ
う
と
す
る
必
要
性
が
高

ま
っ
て
い
る
中
、企
業
は「
採
用
」「
評

価
」「
異
動
・
配
置
」「
育
成
」「
リ

テ
ン
シ
ョ
ン
」
と
い
っ
た
タ
レ
ン
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
各
要
素
に
お
い
て
、

ど
の
よ
う
な
施
策
に
注
力
し
て
い
る

の
だ
ろ
う
か
。
次
頁
か
ら
、
各
要
素

の
調
査
結
果
を
詳
し
く
見
て
い
き
た

い
。

■業種（n=300）

■年間売上高（n=300）

■役職（n=300）

0 10 20 30

教育、学習支援業

学術研究、専門・技術サービス業
（法律、税理士、測量など）

製造業

その他のサービス業

金融業、保険業

卸売業、小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

医療、福祉

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

不動産業、物品賃貸業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

上記以外の業種

農業、林業、漁業、鉱業

部長相当    35.0%

事業部長相当 4.7%

取締役相当 5.7%

10～50億円 4.0%

50～100億円 8.3%

1～10億円 2.0%

1億円未満 0.7%

わからない 8.0%

課長相当 54.7%

100 億円以上 77.0%

31.7%

（%）

13.0%

11.0%

9.7%

7.0%

5.3%

5.3%

5.7%

2.7%

2.3%

2.3%

2.0%

1.0%

0.7%

0.3%

0.0%

実態調査

※
今
回
の
調
査
に
お
い
て
は
米
国
人
材
開
発
協
会
（
Ａ
Ｔ

Ｄ
）が
発
表
し
た「
組
織
開
発
、
後
継
者
計
画
、
パ
フ
ォ
ー

マ
ン
ス
管
理
、
人
材
の
獲
得
、
能
力
開
発
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、

キ
ャ
リ
ア
開
発
、
リ
テ
ン
シ
ョ
ン
施
策
の
８
要
素
」
を
活

用
し
、
主
た
る
実
施
施
策
の
実
践
状
況
を
確
認
し
た
。

日本企業の人事300人に聞く“タレントマネジメントの今”

日本企業の人事300人 に聞く
“タレントマネジメントの今”

調 査 名
対 象 者
実 施 時 期
方 法

調査概要

： タレント・マネジメントに関する実態調査
： 従業員人数300名以上の日本企業に勤める人事部門の課⻑相当以上の役職者300人
： 2019年6月27日〜 30日
： インターネット調査
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に
つ
い
て

人
事
施
策
の
実
施
状
況
と

課
題
点
を
考
察
す
る

ま
ず
、
調
査
の
ひ
と
つ
目
の
観
点
で
あ
る
、

「
人
事
施
策
の
実
態
」
の
結
果
に
つ
い
て
詳
し

く
見
て
い
く
。
調
査
で
は
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
要
素
に
関
す
る
人
事
施
策
に
つ
い
て
、

あ
え
て
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
意
識
し
て

い
る
か
ど
う
か
は
問
わ
ず
、
現
状
、
ど
の
程
度

注
力
し
て
い
る
か
回
答
を
求
め
た
。
日
本
企
業

で
は
特
に
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
意
識

せ
ず
と
も
、
実
施
し
て
い
る
人
事
施
策
が
結
果

的
に
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
践
と
な
っ

て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
い
と
考
え
た
た
め
で
あ
る
。

そ
の
回
答
結
果
か
ら
、
日
本
企
業
に
お
け
る
タ

レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
普
及
実
態
を
明
ら
か

に
し
た
い
。
ま
た
、設
問
は「
次
世
代
リ
ー
ダ
ー

の
育
成
」「
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
選
抜
要
件
」「
人

材
の
把
握
・
発
掘
」「
従
業
員
の
人
事
情
報
」「
採

用
」「
異
動
・
配
置
」「
能
力
・
キ
ャ
リ
ア
開
発
」「
評

価
」「
リ
テ
ン
シ
ョ
ン
」
に
分
け
て
聞
い
た
。
調

査
で
は
、
こ
れ
ら
人
事
施
策
実
行
に
お
け
る
課

題
感
も
聴
取
。
結
果
を
ふ
ま
え
、
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
に
お
い
て
企
業
が
注
力
す
べ

き
点
に
つ
い
て
も
言
及
す
る
。

29.3%

25.0%

■「次世代リーダーの候補と育成」についての取り組みにおける直近３年間の変化（n=300）

事業戦略に影響を与える「重要なポジション」の明確化

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）
縮小・トーンダウンしている　　中止した　　そもそも取り組んでいない

次世代リーダーの計画的な選抜・育成

次世代リーダー候補（選抜者）の社内への情報開示

次世代リーダー候補（選抜者）の本人への情報開示

次世代リーダー候補（選抜者）の定期的な入れ替え

次世代リーダー候補（選抜者）の経営幹部への
早期昇進コース設定

次世代リーダー候補の選抜・育成への経営者の関与

（%）
17.3

14.0 36.0

12.3 35.7

28.0

23.7

21.7

18.7

39.7

35.7

39.3

43.3

45.3

46.7

46.3

32.3

5.3

8.3

7.7

10.3

10.0

13.0

15.0

17.3

19.0

12.7

8.3

5.7

6.3

7.0

9.3

57.0%

50.0%

48.0%

6.3

8.7 24.7

23.07.7

29.7

8.7

9.0 33.0

34.0

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている　　中止した
そもそも取り組んでいない

現在の事業において必要な人材像や能力要件の明確化

（%）

事業へ価値をもたらす組織外人材の発掘

会社を辞めた人材の出戻り採用

国内外関連会社の人材の詳細な人事情報のデータベース化

データベース化している従業員データの活用

事業へ価値をもたらす組織内人材の発掘

将来の事業にとって必要な人材像や能力要件について
経営層との定期的なすり合わせ

従業員の詳細な人事情報のデータベース化

中長期の戦略実現のための人材需要の予測
（どのポジションに、どの様な人材が、どれほど必要か、現在の充足度など）

現在の事業にとって必要な人材像や能力要件について
経営層との定期的なすり合わせ

将来の事業にとって必要な人材像や能力要件の明確化

51.4%

45.3%

42.7%

40.0%

42.0%

28.7%

30.0%

30.7%

12.7

12.0

8.0

8.7

9.0

8.7

6.3

8.7

7.7

4.7 25.3

22.76.0

31.3

29.7

24.7

23.0

34.7

34.0

33.0

33.3

38.7

41.3

48.7

45.7

44.3

50.3

43.7

45.3

41.7

45.3

41.3

37.3

21.0

18.3

10.7

13.3

11.3

19.3

8.7

9.7

7.3

8.7

7.7

■「人材の把握・発掘」についての取り組みにおける直近３年間の変化（n=300）

（%）
把握しており、活用している　　把握しているが、活用しきれていない　　把握しているが、活用は意図していない
把握していない　　よくわからない

年齢や入社年次などの基本属性

ボランティアや副業などの社外活動実績

自身にとっての働く意味や価値観

マネジメント志向の有無などのキャリアプラン

上司との面談等の履歴

異動希望・配属希望の自己申告履歴

社内研修受講実績

保有する専門知識・スキル

ストレスチェックの結果

保有資格

職務経歴

人事評価履歴

■「従業員の詳細な人事情報」の活用実態（n=300） ※「活用」とは、配置・任用、能力開発、キャリア開発、昇進昇格、選抜などにおいて有効な内部資料としているかを指しています。

勤怠履歴

46.0 37.7 8.0

12.0 33.3 18.0 27.7

28.023.724.78.7

11.341.337.7

35.0 40.0 14.7

33.3 41.3 16.7

12.346.330.0

28.0 36.0 15.7 12.7

6.016.342.327.7

9.018.038.327.0

25.7 43.7 16.3 7.0

23.3 45.0 19.7 4.0

12.717.042.019.3

これまでの業績を重視する

当てはまるものはない

客観的なアセスメントの結果を重視する

上司や周囲からの人望を重視する

健全な意欲や心構えを重視する

将来性を重視する
（バリュー、コンピテンシーなど）

■「次世代リーダーの選抜」において重視する要件（上位3つまで選択）（n=300）
0 20 40 60 （%）

1位
2位
3位

29.3%

12.0%

11.0%

6.3%

6.7%

34.7%

タレントマネジメントの元来の概念である「一部の次世代リーダーの選抜
と育成」に関して、企業はどのような点に注力しているのだろうか。直近３
年間の動向を聞いた設問で最も回答が多かったのは「次世代リーダーの計
画的な選抜・育成」で57.0％。次いで「事業戦略に影響を与える《重要なポ
ジション》の明確化」が50.0%、「次世代リーダー候補の選抜・育成への経
営者の関与」が48.0％と、経営者も積極的に関与して次世代リーダーを確
保・育成している様子がうかがえる。

一方、トーンダウンが目立つのが「次世代リーダー候補の本人」および
「社内」への「選抜者情報開示」である。今回、回答者企業の多くは日本型雇
用で、職能資格制度や年功制度を基本とした年次運用が多いと考えられる。
運用上、選抜者の不用意な開示は周囲のモチベーションを阻みかねないた
め、非公開としている可能性が考えられる。また候補者本人の慢心や、選
抜者が候補から外される際のモチベーションダウンへの懸念などもあるか
もしれない。

タレントマネジメントの対象が一部のリーダー層から全社員へと広がる
なか、どのように事業に合った能力・スキルを保持する人材を確保してい
るのだろうか。人材の把握・発掘に関する施策について聞いたところ「現
在の事業において必要な人材像や能力要件の明確化」に注力する企業は、
約半数に上る。それも現在の事業（51.4％）だけでなく、将来の事業（45.3％）
を見通して行っているようだ。「事業にとって必要な人材像や能力要件につ

いて経営層との定期的なすり合わせ」も、現在および将来の事業において、
約4割の企業が注力しているとわかった。
「人事情報のデータベース化」については、「従業員」の情報は42.0％の

企業が注力しているが、「国内外関連会社の人材」に関しては30.7％と手が
回っていない。出戻り採用（30.0％）や組織外人材の発掘（28.7%）も注力
するには至らず、今後の課題として認識しておきたい。

前問でデータベース化の動きが見られた「従業員の人事情報」について、
配置、能力・キャリア開発、昇進昇格、選抜等において、どの程度有効な
内部資料として活用しているのかを聞いた。すると依然として「年齢や入社
年次などの基本属性」「人事評価履歴」「職務経歴」「勤怠履歴」といった従
来、収集・活用している定番データの活用に注力している実態が浮かび上
がった。そのほか「上司との面談等の履歴」「異動希望・配属希望の自己申

請履歴」の活用も進んできている。
しかし「自身にとっての働く意味や価値観」「ボランティアや副業などの

社外活動実績」といった個人の内面や個性に迫る情報については、把握・
活用する動きが鈍い。やはり、現状では「スキルセット」の把握にとどまり、
社外活動も含めた仕事観や人生観といった「マインドセット」にまでは関心
が向いていないようだ。

「次世代リーダーの選抜」において重視する要件について、
最も重視するものから順に３つまで選択してもらったとこ
ろ、最も重視する要件として１位に挙がったのが「これまでの
実績」で34.7%であった。次点が「将来性」で29.3%。ただし、
３位までの合算では「将来性」が「これまでの実績」を抜いて最
も多くなった。

ビジネス環境や技術の変化が激しい現代において、過去に
実績を上げたスキルや経験が、将来の事業に必ずしも役立つ
とは限らない。この結果は、次世代リーダー選抜において、実
績だけに頼らず、コンピテンシー（行動特性）などから「将来性」
を見抜く必要性が高まっていることの表れともいえる。

スキルセットの把握に注力、マインドセットまでは関心及ばず

リーダーの選抜重視点は 
「これまでの業績」が34.7％で最多

次世代リーダーの「計画的な育成」と「重要ポジションの明確化」に注力

現在・将来の人材要件の明確化に注力。ただし、「関連会社」の人事データ活用までは至らず

日本企業の人事300人に聞く“タレントマネジメントの今”

人
事
施
策
の
実
態

タレント
マネジメントの今

実態調査

次世代リーダー の選抜要件

次世代リーダー の育成

人材の把握・発掘

従業員の人事情報
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「仕事」の効率を高めるための管理者教育

仕事の一部として、自主的な研究や
勉強時間を許容する制度

外部のコミュニティに参画し
学びを持ち帰る「越境的学習」機会の奨励

従業員の主体的な学習を奨励する
経営からのメッセージ発信

書籍購入やセミナー参加への補助など
主体的な学びを支援する制度

部下など「人」への関心・関与を高めるための管理者教育
47.0%47.0%

35.3%35.3%

32.7%32.7%

29.6%29.6%

39.3%39.3%

23.7%23.7%

個人のキャリアプランについて
人事部門や上司と話し合う公的機会の設定

従業員が人生や仕事で成したいことや
価値観などの組織的な把握・記録

職務や職掌変更に挑戦するための
組織的な支援制度

従業員の強み・弱み等の個人特性の
組織的な把握・記録

従業員のマネジメントへの志向性などの
組織的な把握・記録

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている　　中止した
そもそも取り組んでいない

（%）

（%）

■「能力開発」のための施策における直近３年間の変化（n=300）

■「キャリア開発」のための施策における直近３年間の変化（n=300）

優秀者を選抜し、集中的に行う教育

従業員に対し、平等かつ一律的に行う教育

29.3%29.3%

8.7 38.3 41.3 8.0

9.3

8.3

12.7

11.3

15.3

16.0

20.7

9.0 34.3 43.3

8.0 27.3 51.3

7.0

7.7 24.7

5.0 27.0

50.7

49.0

50.3

51.0

25.7 50.3

5.3 24.3

4.7 19.0

8.0 31.3 45.0 11.7

8.0 26.3 49.7 12.7

6.3 27.3 51.7 12.7

7.3 25.0 51.7 14.3

7.0 22.3 52.7 14.0

計画的かつ意図的な異動
50.0%50.0%

45.4%45.4%

45.0%45.0%

41.3%41.3%

重要ポジションに対しては
最も適した人材をつける  「適所適材」  の異動

従業員の働き方や異動希望などの
自己申告機会の設定

年齢・性別などを問わず
実力に応じた重要ポジションへの抜擢

育成目的の計画的異動に対する
現場への協力要請

個人の特性に応じて適したポジションを与える
「適材適所」  の異動

従業員の希望を確認（納得）したうえでの異動

業績不振者に対する異動等で
環境を変える組織的な提案

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている　　中止した
そもそも取り組んでいない

（%）

■「配置・任用」のための施策における直近３年間の変化（n=300）

12.3 37.7 41.7

44.712.7 32.7

13.0 32.0

9.3

11.3 30.7

33.7

9.3

8.7

32.0

7.0

30.7

29.0 52.0

47.3

48.0

47.0

46.0

44.0

5.7

7.7

9.3

9.7

7.3

7.7

6.7

7.3

能力開発の責任を、従業員一人ひとりに求める

部下の能力開発の責任を
現場の管理職（上司）に求める

キャリア開発の責任を、従業員一人ひとりに求める

部下のキャリア開発の責任を
現場の管理職（上司）に求める

36.7%36.7%

35.0%35.0%

37.7%37.7%

44.3%44.3%

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている　　中止した
そもそも取り組んでいない

（%）

（%）

■「能力開発」の責任に対する考え方の変化（直近３年間）（n=300）

■「キャリア開発」の責任に対する考え方の変化（直近３年間）（n=300）

7.7 29.0 47.0

45.3

14.7

8.011.0 33.3

7.3 27.7 46.0 16.0

8.7 29.0 49.3 10.3

■「採用」のための施策における直近３年間の変化（n=300）

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている 　　中止した
そもそも取り組んでいない

新卒者の一括採用

42.3%42.3%

37.3%37.3%37.3%

（%）

外国人労働者の採用

いわゆる「新卒」として扱う年齢の拡大

従業員からの紹介による採用

新卒者の秋入社などの通年入社

ミドル・シニア層の中途採用

職種別のスペシャリスト採用

パート・アルバイト等からのいわゆる正社員登用

35.7

11.3 31.0 34.0 14.3

11.0 31.0 41.3 12.3

10.3 27.0

9.7

9.7 23.7

23.3

24.7

9.3

7.0

26.3

41.7

37.3

13.3

22.0

19.3

20.0

20.7

30.7 25.7 4.7
66.4%66.4%

42.0%42.0%

38.0

45.0

37.7

人材採用のための施策について直近3年間の動向を聞いたところ、最も
注力・強化の傾向が高かったのは「新卒者の一括採用」で66.4％であった。
次いで「パート・アルバイト等からのいわゆる正社員登用（42.3％）」「職種
別のスペシャリスト採用（42.0%）」「ミドル・シニア層の中途採用（37.3%）」
と続く。まだまだ新卒一括採用が主要な人材確保の機会である日本におい
ては、新卒採用は軽視できない。よって、多くの企業では新卒採用で一定

数の新卒人材を確保しつつ、それ以外の施策も組み合わせることで事業に
必要な人材を確保しているようだ。例えば「パートからの正社員登用」によっ
て現在雇用している人材の能力発揮を最大化するほか、「職種別のスペシャ
リスト採用」や「ミドル・シニア層の中途採用」への注力よって即戦力を採
用するなど、事業を推進する上で欠かせない優秀人材をさまざまな方面か
ら確保しようとする動きが見える。

「能力開発」と「キャリア開発」のための施策について質問したところ、ま
ず「能力開発」については、「部下など《人》への関心・関与を高めるための
管理者教育（47.0%）」への注力が最多となった。また「従業員に対し、平等
かつ一律的に行う教育（35.3％）」と「優秀者を選抜し、集中的に行う教育

（32.7%）」は、やや一律教育が多いものの、ほぼ同程度の注力度合いであり、
選抜教育と一律教育のどちらか一方に偏らず、両輪で推進している様子が
うかがえる。なお、最近注目度の高い「外部のコミュニティに参画し、学び

を持ち帰る《越境的学習》機会の奨励」「仕事の一部として、自主的な研究
や勉強時間を許容する制度」は、まだまだ進んでいないようだ。
「キャリア開発」については「個人のキャリアプランについて、人事部門や

上司と話し合う公的機会の設定（39.3％）」に注力するものの、「従業員が人
生や仕事で成したいことや価値観などの組織的な把握・記録（29.3%）」の
ような個人的なマインドセットの把握にまでは至っていなかった。

「能力開発」と「キャリア開発」の責任を誰に求めるのかについて聞いた問
いでは、いずれも「現場の管理職（上司）に求める」という意見が「従業員一
人ひとり（本人）に求める」という意見を上回った。この結果から、従業員
が自分自身の能力やキャリアに責任を持つという「キャリア自立」の意識は、
あまり浸透していないことがうかがえる。

今後は、能力開発に関しても、キャリア開発に関しても、主体性が求められ、

個人のオーナーシップはますます必要になることが予想される。しかし、多
くの人事は未だに「従業員の能力開発やキャリア開発は会社が責任を持つべ
きだ」と考えている。この傾向は、どのように変化していくのだろうか。「異動」
や「キャリアプラン」に関する回答結果から、本人の意向を吸い上げる機会の
設定を強化していることがわかっているが、今後は機会を設定するだけでな
く、意向の内容やヒアリングの質を高める努力も必要だろう。

「配置・任用」のための施策に対する直近3年間の動向を聞いた設問では、
「計画的かつ意図的な異動」への注力が50.0%で最多。「適材適所」と「適所
適材」という２つの観点で比較したところ、「個人の特性に応じて、適した
ポジションを与える《適材適所》の異動（41.3％）」よりも「重要ポジション
に対しては、最も適した人材をつける《適所適材》の異動（45.4％）」への注
力のほうがやや上回った。日本の企業人事の意識が「人ありき」ではなく「ポ

ジションありき」に向いてきている変化とも読み取れる。
また「従業員の働き方や異動希望などの自己申告機会の設定」が45.0％と

なるなど、本人から異動などの意向を聞く機会を設けている企業が増えて
きていることがわかる。希望を聞き入れるかはともかく、従来の人事部主
導の一方的な定期異動ではなく、個人の意向を聴取した上で異動を検討す
る動きが進んでいるといえよう。

選抜教育と一律教育は両輪で推進。キャリアプランを話し合う機会の設定が進む

能力開発とキャリア開発の責任は、個人よりも上司にある

新卒一括採用は維持しつつ、正社員登用とスペシャリスト・中途採用に注力

「適材適所」より「適所適材」。個人の意向を聞く機会の設定に注力

日本企業の人事300人に聞く“タレントマネジメントの今”

異動・配置

採用
能力・キャリア開発

能力・キャリア開発
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柔軟な働き方の整備

客観的で公正な人事評価の制度構築・運用

優秀者への、特別に高い処遇・評価

チームやメンバー間の交流機会を増やす

優秀な人材の成長を促す、選抜教育の実施

優秀な人材の興味や能力に見合った
重要な仕事のアサイン

優秀な人材を獲得・維持するための
金額差をつけた賃金の提示

従業員一人ひとりの能力や
キャリア志向に見合った仕事のアサイン

外部労働市場の水準と比較して
高い賃金水準の提示

（%）

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている　　中止した
そもそも取り組んでいない

■「従業員のリテンション」のための施策における直近３年間の変化（n=300）

11.3 35.7 38.7

8.3 33.7 49.3

6.3 29.7 50.3

5.3 30.7 48.7

6.3 29.3 51.3

4.7 27.3 51.0

4.3 26.7 50.0

5.3 25.0 50.0

24.03.3 50.7 16.3

16.0

15.0

14.7

13.0

12.0

6.3

10.7

10.3

47.0%

42.0%

35.6%

30.3%

27.3%

の差
4.4pt

将来やポテンシャルを加味した
アセスメント（評価）の実施

相対評価による人事考課の設計・運用

次世代リーダー候補を見極めるための
アセスメントの実施

管理職候補を見極めるための
アセスメントの実施

絶対評価による人事考課の設計・運用

部下の評価について、上長からの
フィードバックの義務付け

成果・実力によって処遇に大きな差が生じる
「評価制度」の設計・運用

（%）

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）　　縮小・トーンダウンしている　　中止した
そもそも取り組んでいない

360度評価の実施

■「能力評価」のための施策における直近３年間の変化（n=300）

53.3%

48.0%

40.4%

53.3%

48.0%

40.4%

36.0%36.0%

15.0 38.3 37.0

20.3 27.7 40.7

9.7 30.7 47.7

9.3 30.0 40.3

12.7 24.3 42.7

7.3 28.7 51.3

6.7 25.3 46.7

10.0 20.3 37.0

6.7

7.7

8.7

15.0

16.7

7.7

16.3

24.0
24.0%

効果的に実践できていると思う　　どちらかというと効果的に実践できていると思う
どちらともいえない　　どちらかというと効果的には実践できていないと思う
効果的に実践できていないと思う

従業員の公正な能力評価に関する施策

次世代リーダーの選抜と
育成に関する施策

優秀な人材の社内発掘や
採用に関する施策

従業員のキャリア自立を促進する施策

上記要素を総じた
人材マネジメント施策全般

従業員一人ひとりのモチベーションを
維持・向上する施策

（%）

優秀な従業員の離職を防止する施策
（リテンション）

チームや従業員一人ひとりの
能力開発に関する施策

28.0%28.0%

24.0%

34.7%

34.3%

人材マネジメント施策の効果性（n=300）図1

4.7

6.3

5.0

5.7

2.72.7

4.7

3.7

4.0

30.0

28.0

24.3

22.3

21.3

22.7

22.7

24.0

49.0

47.3

53.3

52.0

51.7

52.0

57.7

54.0

9.2

10.3

11.0

12.3

17.3

14.0

11.0

11.3

7.3

8.0

6.3

7.7

7.0

6.7

5.0

6.7

人事戦略が経営戦略に紐づいていない

組織的な意思決定に時間がかかる

詳細な人事データを活用できるほど
人事制度に柔軟性がない

管理職層の職場メンバーへの
指導・育成スキルが低い

収集・管理すべき人事情報が増加し
正確に把握しきれない

人材マネジメントに関する情報が
各所に散在し、有効に参照できない

詳細な人事データを活用できる人材が
人事部内にいない

人事領域の専門性を持つ人材が
人事部内に育っていない

経営Topと人事部門の心理的距離が遠い

経営Topの人材に対する問題意識が低い

人事制度の部分的な改訂では
ビジネス環境に対処しきれない

管理職層の人材に対する関心が低い

33.7%

26.0%

25.0%

24.3%

22.3%

22.3%

22.3%

21.0%

20.0%

18.3%

17.0%

16.0%

0 10 20 30（%）
人材マネジメントの課題（複数回答）（n=300）図2

人
事
戦
略
が
経
営
戦
略
に

最
大
の
課
題
は

人
事
施
策
全
般
の
効
果
実
感
は

３
割
未
満

組
織
・
制
度
の
在
り
方
、

デ
ー
タ
活
用
に
も
課
題
感

こ
こ
ま
で
見
て
き
た
注
力
施
策
の

う
ち
、「
効
果
的
に
実
践
で
き
て
い

る
」
と
思
う
も
の
を
聞
く
と
、「
従
業

員
の
公
正
な
能
力
評
価
に
関
す
る
施

策
」 

や
「
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
選
抜

と
育
成
に
関
す
る
施
策
」
な
ど
、
注

力
施
策
に
つ
い
て
は
効
果
に
繋
が
っ

て
い
る
よ
う
だ
（
図
１
）。
と
は
い
え

「
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
施
策
全
般
」
に

つ
い
て
「
効
果
的
に
実
践
で
き
て
い

る
」
と
の
回
答
が
28
・
０
％
に
と
ど

ま
る
点
は
見
過
ご
せ
な
い
。
さ
ら
に

「
リ
テ
ン
シ
ョ
ン（
離
職
防
止
）」が
う

ま
く
い
か
な
い
と
い
う
結
果
は
、
採

用
、
異
動
・
配
置
、
育
成
、
評
価
の

い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
不
満
を
抱
い

た
従
業
員
の
離
職
を
食
い
止
め
ら
れ

な
か
っ
た
と
い
う
人
事
施
策
全
体
の

機
能
不
全
の
結
果
と
も
い
え
る
。

人
事
施
策
の
不
全
感
に
繋
が
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
課
題
は
何

か
（
図
２
）。
そ
の
上
位
は
「
人
事
戦

略
が
経
営
戦
略
に
紐
づ
い
て
い
な
い

（
33
・
７
％
）」「
組
織
的
な
意
思
決

定
に
時
間
が
か
か
る
（
26
・
０
％
）」

「
詳
細
な
人
事
デ
ー
タ
を
活
用
で
き

る
ほ
ど
人
事
制
度
に
柔
軟
性
が
な
い

（
25
・
０
％
）」
で
、
組
織
・
制
度
の

あ
り
方
に
問
題
が
あ
る
よ
う
だ
。
な

お
、
図
表
提
示
は
し
て
い
な
い
が
、

調
査
で
は
「
人
事
戦
略
」
と
「
中
期
経

営
計
画
」「
人
事
制
度
全
体
」
が
そ
れ

ぞ
れ「
紐
づ
い
て
い
る
」と
回
答
し
た

企
業
の
ほ
う
が
紐
づ
い
て
い
な
い
企

業
よ
り
も
、
営
業
利
益
が
増
加
し
て

い
る
割
合
が
多
い
と
い
う
結
果
も
得

ら
れ
た
。
組
織
・
制
度
の
在
り
方
を

見
直
す
こ
と
は
企
業
経
営
の
改
善
に

繋
が
る
可
能
性
を
示
唆
し
て
い
る
。

ま
た
「
収
集
・
管
理
す
べ
き
人
事

情
報
が
増
加
し
、
正
確
に
把
握
し
き

れ
な
い
」「
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に

関
す
る
情
報
が
各
所
に
散
在
し
、
有

効
に
参
照
で
き
な
い
」
が
22
・
３
％

と
デ
ー
タ
活
用
に
関
す
る
課
題
感
も

目
立
つ
。
デ
ー
タ
活
用
が
進
む
企
業

で
は
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
や
1
on
1
の

発
言
録
な
ど
、「
個
人
デ
ー
タ
」と「
人

事
の
経
験
則
」を
組
み
合
わ
せ
て
分

析
し
、
適
材
発
掘
や
異
動
・
配
置
に

活
か
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
有
効
な

デ
ー
タ
活
用
は
、
シ
ス
テ
ム
が
担
う

と
こ
ろ
が
大
き
い
。
次
頁
か
ら
は
、

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

の
導
入
状
況
の
結
果
を
見
て
い
こ
う
。

「能力評価」のための施策においては、「成果・実力によって処遇に大き
な差が生じる《評価制度》の設計・運用」への注力が最も多く53.3％であっ
た。また「部下の評価について、上長からのフィードバックの義務付け」が
48.0％と、フィードバックにも注力している様子がうかがえる。この設問
結果から、「評価者研修」などマネジメント教育の領域では、10年以上前か
らその重要性が指摘されてきたフィードバックについて、いよいよ「推奨」
から「義務化」へと本腰を入れる企業が増えていることが見て取れた。

一方「360度評価の実施」は「そもそも取り組んでいない」が24.0％と、あ
まり普及していないようだ。

また「絶対評価による人事考課の設計・運用」と「相対評価による人事考
課の設計・運用」を比較すると、「相対評価」よりも「絶対評価」に注力して
いるという回答の方が4.4pt多く、「絶対評価」への注力がわずかながら垣間
見える結果となった。

人材不足を強く課題視している企業において、従業員のリテンション（人
材の維持・確保）のための施策は欠かせない。しかし、調査を通して、リテ
ンション施策への注力状況はあまり芳しくない。回答が多かった順に並べ
ると、1位が「柔軟な働き方の整備（47.0%）」、2位が「客観的で公正な人事
評価の制度構築・運用（42.0%）」となっている。一方「優秀な人材を獲得・
維持するための金額差をつけた賃金の提示（30.3%）」や「外部労働市場の

水準と比較して高い賃金水準の提示（27.3%）」といった市場価格を意識し
た適正な賃金の整備には踏み込んでおらず、着手しやすい施策から注力し
ている印象も受ける。

人材獲得競争は、すでにグローバル化しており、外部労働市場の水準を
見据えた賃金提示ができなければ、人材確保はますます厳しくなるだろう。
これは、リテンションのみならず、採用においても同様のことがいえる。

最も注力している施策は、成果・実力により差が生じる評価制度

賃金提示よりも「柔軟な働き方」や「公正な評価制度」の構築を優先

日本企業の人事300人に聞く“タレントマネジメントの今”

タレント
マネジメントの今

実態調査

紐
づ
い
て
い
な
い
こ
と

評価

リテンション
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人事部門として必要性を感じたため

経営企画部門として必要性を感じたため

親会社等、影響力のある関係先からの
要請があったため

人事部門からの要請があったため

コンサルタントやベンダーからの
魅力的な提案を受けたため

経営企画部門からの要請があったため

現場（ライン部門等）からの要望があったため

経営TOPからの要請があったため

0 20 40 60 （%）

73.7%

46.7%

25.0%

23.7%

20.4%

19.1%

17.1%

13.8%

タレントマネジメントシステム 導入のきっかけ（複数回答）（n=152）図 2

シ
ス
テ
ム
導
入
実
態
か
ら

と
る
べ
き
ア
ク
シ
ョ
ン
を
考
察
す
る

こ
こ
か
ら
は
、
本
調
査
の
２
つ

目
の
観
点
で
あ
る
「
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
導
入
実
態
」
の

結
果
を
見
て
い
き
た
い
。
近
年
、
人

事
領
域
に
お
け
る
デ
ー
タ
活
用
が
進

ん
で
い
る
。
年
次
や
発
令
履
歴
、
資

格
と
い
っ
た
従
来
の
ハ
ー
ド
デ
ー
タ

に
加
え
、
先
述
し
た
よ
う
な
発
言
録

や
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
と
い
っ
た
ソ
フ

ト
デ
ー
タ
も
含
め
た
大
量
の
デ
ー
タ

を
蓄
積
し
、
活
用
す
る
に
は
、
何
ら

か
の
シ
ス
テ
ム
導
入
が
有
効
と
考
え

ら
れ
る
。
中
で
も
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
は
、
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
を
行
う
た
め
の
専
用
シ

ス
テ
ム
で
あ
り
、
高
い
導
入
効
果
が

期
待
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
現
在
ど
の

程
度
の
企
業
が
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
活
用
し

て
い
る
の
か
に
つ
い
て
調
査
し
た
結

果
を
見
て
い
く
。
ま
た
、
導
入
に
お

け
る
課
題
や
、
今
後
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
の
推
進
お
よ
び
、
タ
レ
ン

ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
導
入

を
検
討
す
る
企
業
が
と
る
べ
き
ア
ク

シ
ョ
ン
に
つ
い
て
も
考
察
し
て
い
き

た
い
。

（%）

従業員の人事データを一元化するため

主たる人事システムの
付帯機能として備わっていた

主たる人事システムの追加機能として
導入が容易であった

適所適材の計画的異動を実現するため

自社の事業に貢献し得る人材を
分析・予測するため

ミドル・マネジメントの候補者を
選抜・計画的に育成するため

優秀な従業員の離職を防止するため

従業員のキャリア志向性を把握し
異動や任用に活かすため

次世代リーダー候補の選抜と
計画的な育成をするため

人事データが蓄積しているため
活用を検討していた

0 10 20 30 40

※「新規導入を検討中」の方は、検討する事になったきっかけについてお答えください。

13.2%

1位
2位
3位

9.9%

7.9%

5.9%

3.9%

3.9%

3.3%

3.3%

3.3%

3.9%

3.9%

3.3%

3.3%

3.3%

26.3%

（%）0 10 20 30 40

タレント・マネジメントシステムについて
よく理解していない

把握しておくべき対象者が少ないため
システムを導入するまでもない

既存の人事給与システム等
を工夫することで管理できている

運用・推進部門は、通常の
オペレーション業務で手一杯である

欲しい機能を満たすシステムがない

システム導入しても、現状では
人材を効果的に育てる仕組みがない

システムの導入・運用に
大きな金銭的費用がかかるため

投資に対する効果を経営層に説明できない

システム導入しても、現状の人事制度では
効果的に活用できないと思う

有効な活用方法が明確でない

経営TOPの関心がない 38.5%

33.0%

23.1%

20.9%

20.9%

20.9%

18.7%

17.6%

16.5%

8.8%
「最もあてはまる」
「あてはまる」の合算

41.8%

タレントマネジメントシステム 導入目的 （上位３つ選択）（n=152）図 3

タレントマネジメントシステムを 導入しない理由（複数回答）（n=91）図 4

ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
導
入
も
進
ん

だ
と
考
え
ら
れ
る
。

導
入
の
目
的
に
つ
い
て
も
聞
い
た

（
図
３
）。
１
位
と
し
て
挙
が
っ
た
も

の
に
注
目
す
る
と
「
従
業
員
の
人
事

デ
ー
タ
を
一
元
化
す
る
た
め
（
26
・

３
%
）」「
人
事
デ
ー
タ
が
蓄
積
し
て

い
る
た
め
、
活
用
を
検
討
し
て
い
た

（
13
・
２
％
）」が
上
位
２
に
挙
が
る
ほ

か
、「
主
た
る
人
事
シ
ス
テ
ム
の
付

帯
機
能
と
し
て
備
わ
っ
て
い
た（
９
・

９
%
）」「
主
た
る
人
事
シ
ス
テ
ム
の

追
加
機
能
と
し
て
導
入
が
容
易
で

あ
っ
た（
７
・
９
％
）」と
い
う
結
果
も

上
位
に
み
ら
れ
る
。
こ
う
し
た
回
答

か
ら
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ

ス
テ
ム
の
導
入
企
業
に
は
、
戦
略
的

な
導
入
で
は
な
く
「
増
加
し
て
き
た

デ
ー
タ
の
扱
い
を
検
討
し
て
い
る
延

長
で
と
り
あ
え
ず
入
れ
た
」、
あ
る

い
は
「
既
存
シ
ス
テ
ム
の
機
能
や
オ

プ
シ
ョ
ン
と
し
て
入
れ
た
」
と
い
う

ケ
ー
ス
も
多
い
と
考
え
ら
れ
る
。

充
分
な
活
用
イ
メ
ー
ジ
を
描
い
て

戦
略
的
な
シ
ス
テ
ム
導
入
を

反
対
に
、
未
導
入
企
業
に
導
入
し

な
い
理
由
に
つ
い
て
聞
く
と
「
タ
レ

ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
つ

い
て
よ
く
理
解
し
て
い
な
い
」が
41
・

８
％
で
最
も
多
い
（
図
４
）。
次
い
で

「
経
営
T
O
P
の
関
心
が
な
い
（
38
・

５
%
）」「
有
効
な
活
用
方
法
が
明
確

で
な
い
（
33
・
０
％
）」
が
多
く
な
っ

た
。
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス

テ
ム
で
で
き
る
こ
と
や
デ
ー
タ
活
用

の
イ
メ
ー
ジ
が
充
分
に
つ
か
な
い
う

ち
は
、
安
易
に
導
入
に
は
踏
み
切
ら

な
い
と
い
う
慎
重
な
姿
勢
が
見
受
け

ら
れ
る
。
一
方
、
導
入
企
業
の
う
ち

リ
プ
レ
ー
ス
検
討
が
３
割
に
上
る
こ

と
か
ら
、
シ
ス
テ
ム
の
活
用
計
画
や

活
用
イ
メ
ー
ジ
が
充
分
に
な
い
ま
ま
、

前
問
で
あ
っ
た
よ
う
に
「
既
存
シ
ス

テ
ム
の
オ
プ
シ
ョ
ン
だ
っ
た
か
ら
入

れ
た
」も
し
く
は「
シ
ス
テ
ム
を
導
入

す
れ
ば
何
か
が
変
わ
る
」
と
、《
打
ち

出
の
小
槌
》
に
似
た
期
待
を
抱
い
て

い
た
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
い
の
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。 

新規導入を検討中である

19.0%

26.3%

8.3%

16.0%

（n=300）

タレントマネジメント
システムの導入状況

※タレント・マネジメントシステムとは、MBO、人事評価、アセスメント結果、
報酬、昇進・昇格、異動、キャリアの志向性や能力開発履歴など、従業員の
個別プロファイル情報を一元的に蓄積・管理する機能を有するITシステム
を指しています。

よくわからない

が24.3%
導入済み

導入している

導入しているが
リプレースを検討している

導入する予定はない

30.3%

図1

シ
ス
テ
ム
導
入
実
態

タレント
マネジメントの今

実態調査

日本企業の人事300人に聞く“タレントマネジメントの今”

に
つ
い
て

24・3
％
の
企
業
が
導
入
済
み

30・3
％
が
今
後
も
導
入
予
定
な
し

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス

テ
ム
の
導
入
状
況
を
聞
い
た
と
こ
ろ
、

3
0
0
社
中
24
・
３
％
の
企
業
が
導

入
済
み
と
回
答
し
た
（
図
１
）。
た

だ
し
、
う
ち
８・
３
％
は
リ
プ
レ
ー

ス
を
検
討
し
て
い
る
。
導
入
の
き
っ

か
け
は
「
人
事
部
門
と
し
て
必
要
性

を
感
じ
た
た
め
」
が
73
・
７
％
で
最

多
（
図
２
）。
次
い
で
「
経
営
T
O
P

か
ら
の
要
請
が
あ
っ
た
た
め
」
と
い

う
回
答
だ
っ
た
。
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
た
と
い

う
企
業
が
多
い
の
は
2
0
1
1
年
前

後
で
、
欧
米
に
次
い
で
日
本
で
も
タ

レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
盛
ん
に
メ

デ
ィ
ア
な
ど
で
取
り
上
げ
ら
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
当
時
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
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の
業
績
を
重
視
す
る
」
傾
向
が
高
い

こ
と
が
見
て
取
れ
た（
図
７
）。

た
だ
し
、
調
査
の
数
値
上
で
は
、

異
動
計
画
や
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
早

期
育
成
計
画
に
活
用
し
て
い
る
と
の

結
果
が
得
ら
れ
た
も
の
の
、
各
社
へ

の
定
性
的
な
聞
き
取
り
を
ふ
ま
え
る

と
、
真
の
意
味
で
デ
ー
タ
を
有
効
活

用
で
き
て
い
る
企
業
は
ま
だ
少
な
い

よ
う
に
思
わ
れ
る
。
実
態
と
し
て
は
、

各
所
に
散
財
す
る
情
報
を
集
め
て
エ

ク
セ
ル
等
を
駆
使
し
、
人
力
頼
み
で

行
な
っ
て
い
た
昇
進
、
昇
格
、
異
動

の
決
定
業
務
を
シ
ス
テ
ム
で
情
報
を

一
元
化
す
る
こ
と
で
業
務
が
効
率
化

し
た
、
も
し
く
は
こ
れ
か
ら
本
格
的

な
活
用
を
試
み
よ
う
と
し
て
い
る
企

業
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
り
、
適
所
適
材

を
分
析
し
て
導
き
出
す
よ
う
な
こ
と

に
ま
で
活
用
し
て
い
る
企
業
は
ほ
ん

の
一
部
の
よ
う
だ
。

シ
ス
テ
ム
活
用
の
対
象
は

一
部
か
ら
全
体
に
広
が
っ
て
い
る

シ
ス
テ
ム
活
用
の
対
象
者
に
つ
い

て
は
「
す
べ
て
の
従
業
員
を
対
象
と

し
て
い
る
」と
回
答
し
た
企
業
が
86
・

８
%
だ
っ
た（
図
８
）。
23
・
０
％
の

企
業
で
は
ア
ル
バ
イ
ト
・
パ
ー
ト
も

含
む
と
し
て
お
り
、
シ
ス
テ
ム
活
用

の
対
象
は
一
部
か
ら
、
ア
ル
バ
イ
ト
・

パ
ー
ト
も
含
む
全
従
業
員
へ
と
広
が

り
を
見
せ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
。

そ
も
そ
も
シ
ス
テ
ム
の
活
用
目
的
が

明
確
に
さ
れ
て
い
な
い

最
後
に
、
シ
ス
テ
ム
活
用
に
お
け

る
課
題
（
上
位
３
つ
）
を
聞
い
た
と

こ
ろ
、
人
事
施
策
を
進
め
る
上
で
の

課
題
と
同
様
の
内
容
が
挙
が
っ
て
き

適所適材の異動計画

ローパフォーマーの分析

昇進・昇格時のアセスメント資料

MBO・人事評価の管理

適正な部門人員構成比の検討

ハイパフォーマーの分析

ミドル・マネジメント候補の
選抜と育成

採用における優秀な人材の予測

次世代リーダーの早期育成計画
（サクセションプラン）

将来求められる
タレント（能力）の予測

0 10 20 （%）

12.3%

9.6%

8.2%

6.8%

6.8%

6.8%

6.8%

5.5%

4.1%

1位
2位
3位

13.7%

タレントマネジメントシステムの情報活用方法（上位３つ選択）（n=73）図5

0 10 20 30

人事戦略と諸制度（採用・評価・
開発等）の連携が取れていない

入力されるデータの正確性が
担保できていない

従業員の基礎的情報が
収集できていない

経営TOP（役員層）の熱意や
コミットメントの獲得・維持

従業員の詳細な知識・スキルの
把握ができていない

事業にとって必要な
人材の能力要件が明確でない

取り組みに対する評価指標
（組織KPI）が明確でない

システムの活用目的が明確でない

人事制度がグローバルな
ビジネス環境に対応できていない

現在の管理業務で手いっぱいで
それどころではない

（%）

1位
2位
3位

10.5%

8.6%

7.2%

16.4%

11.8%

タレントマネジメントシステムを効果的に活用する上での課題（上位３つ選択）（n=152）図9

7.2%

5.3%

3.9%

3.9%

3.9%

活
用
方
法
の
最
多
は

適
所
適
材
の
異
動
計
画

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ

ム
の
導
入
企
業
は
、
シ
ス
テ
ム
に
蓄

積
し
て
い
る
情
報
を
ど
の
よ
う
に
活

用
し
て
い
る
の
か
。
活
用
状
況
に
つ

い
て
聞
い
た
。
１
位
だ
け
に
注
目
す

る
と「
適
所
適
材
の
異
動
計
画
」に
活

用
し
て
い
る
回
答
が
最
も
多
く
13
・

７
%（
図
５
）。
次
い
で「
次
世
代
リ
ー

ダ
ー
の
早
期
育
成
計
画（
12
・
３
%
）」

「
採
用
に
お
け
る
優
秀
な
人
材
の
予

測（
９
・
６
%
）」が
続
く
。

な
お
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
の
導
入
状
況
別
に
、
次
世

代
リ
ー
ダ
ー
の
候
補
と
育
成
に
対
す

る
取
り
組
み
へ
の
注
力
度
を
比
較
し

た
と
こ
ろ
「
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
計

画
的
な
選
抜
・
育
成
」
に
つ
い
て
は
、

導
入
済
み
企
業
の
72
・
４
％
が
注
力
・

強
化
し
て
い
た
の
に
対
し
、
未
導

入
企
業
で
は
37
・
０
％
に
と
ど
ま
っ

た
（
図
６
）。
ま
た
、「
次
世
代
リ
ー

ダ
ー
の
選
抜
重
視
要
件
」
に
つ
い
て

も
、
導
入
企
業
や
導
入
検
討
企
業
は

「
将
来
性
（
バ
リ
ュ
ー
や
コ
ン
ピ
テ
ン

シ
ー
な
ど
）」「
客
観
的
な
ア
セ
ス
メ

ン
ト
の
結
果
」
を
重
視
す
る
傾
向
が

高
く
、
未
導
入
企
業
は
「
こ
れ
ま
で

た
。
特
に
１
位
に
注
目
す
る
と
「
人

事
戦
略
と
諸
制
度
（
採
用
・
評
価
・

開
発
等
）
の
連
携
が
取
れ
て
い
な
い
」

「
人
事
制
度
が
グ
ロ
ー
バ
ル
な
ビ
ジ

ネ
ス
環
境
に
対
応
で
き
て
い
な
い
」

が
多
く
、
経
営
と
人
事
戦
略
、
人
事

制
度
と
紐
づ
い
て
い
な
い
と
い
う
課

題
が
こ
こ
で
も
浮
き
彫
り
に
な
っ

た
。
次
い
で
「
取
り
組
み
に
対
す
る

評
価
指
標（
組
織
K
P
I
）が
明
確
で

な
い
」「
事
業
に
と
っ
て
必
要
な
人
材

の
能
力
要
件
が
明
確
で
な
い
」と
続

く
。
そ
も
そ
も「
シ
ス
テ
ム
の
活
用

目
的
が
明
確
で
な
い
」も
多
か
っ
た
。

シ
ス
テ
ム
導
入
の
目
的
や
目
標

が
不
明
確
な
ま
ま
で
は
、
い
つ
ま
で

も
導
入
効
果
の
実
感
は
得
ら
れ
な
い
。

ま
た
、
必
要
な
能
力
要
件
が
定
義
さ

れ
て
い
な
け
れ
ば
、
デ
ー
タ
を
収
集

し
、
シ
ス
テ
ム
で
一
元
化
で
き
た
と

し
て
も
、
有
効
に
活
用
す
る
こ
と
な

ど
で
き
な
い
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
シ

ス
テ
ム
導
入
に
関
し
て
も
、
そ
も
そ

も
経
営
戦
略
に
基
づ
い
た
人
事
が
な

さ
れ
て
い
な
い
こ
と
、
そ
の
た
め
に

適
切
な
能
力
要
件
定
義
や
シ
ス
テ
ム

導
入
目
的
の
整
理
等
が
な
さ
れ
て
い

な
い
こ
と
が
大
き
な
課
題
と
い
え
そ

う
だ
。

注力・強化している　　やや注力・強化している　　どちらでもない（現状維持）
縮小・トーンダウンしている　　中止した　　そもそも取り組んでいない

これまでの業績を重視する　　将来性を重視する（バリューやコンピテンシーなど）　　健全な意欲や心構えを重視する
上司や周囲からの人望を重視する　　客観的なアセスメントの結果を重視する　　当てはまるものはない

（%）

（%）

導入済み

導入検討中

未導入

導入済み

導入検討中

未導入

37.0%

72.4%

8.4 28.6 44.4 14.6

14.3 50.4 30.1

30.3 42.1 25.5

31.7 30.3 13.8 11.7 10.3

30.1 33.8 16.5 7.5 9.8

38.2 24.2 11.2 12.4 11.5

タレントマネジメントシステム導入状況別にみた
「次世代リーダーの計画的な選抜・育成」注力・強化度（n=243）

図6

タレントマネジメントシステム導入状況別にみた
「次世代リーダーの選抜重視要件」（n=243）

図7

すべての従業員を対象としている（パート・アルバイトを含む）
すべての従業員を対象としている（いわゆる正社員のみ）
特定の部署・階層・職群を対象としている

（%）

23.0 63.8 13.2

86.8%

タレントマネジメントシステムによる情報管理の対象層（n=152）図8

経営戦略と人事戦略・制度を紐づけ
組織の在り方、制度の在り方の改善を

タレントマネジメントの潮流に乗って「まずは自社でもやって

みよう」と行動に移すこと自体は重要だ。しかし、現在のよう

なＶＵＣAの時代、経営環境の変化に対して、対処療法的に人

事戦略や人事制度を実践したところで、対応しきれないことは

目に見えている。今一度「自社はどういった経営戦略のもとに、

どういった人材を必要とし、そのためにどのような準備を行い、

改善するべきか」ということを経営陣とすり合わせることが重要

だろう。そして、経営環境の変化に柔軟性高く対応できるよう

な組織の在り方、人事制度の在り方に舵を切るべきではないだ

ろうか。もし、本格的にタレントマネジメントシステムを導入し、

有効活用したいのであれば、経営戦略、人事戦略に基づいた活

用イメージを充分に練る必要がある。そうでなければ、システ

ムはただの箱と化してしまいかねない。

では、システムをうまく活用し、戦略的にタレントマネジメ

ントを推進している企業は、どのような点に優れているのか。

また、どのように経営戦略と人事戦略、人事制度を紐づけて考

えているのか。次頁の２社の事例を参考に、そのポイントを紐

解いていきたい。

日本企業の人事300人に聞く
“タレントマネジメントの今”

まとめ

日本企業の人事300人に聞く“タレントマネジメントの今”
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1931年の創業以来、小売と金融が一体となった独自のビジネスモデルを築

き上げてきた丸井グループ。

2019年2月には30年後の未来を見据えた「丸井グループ ビジョン2050」を

宣言し、環境への配慮、社会的課題の解決、ガバナンスへの取り組みとビ

ジネスが一体となった「共創サスティナビリティ経営」をスタートさせてい

る。そのカギとなるのが「インクルージョン（包摂）」という考え方だ。すべ

てのお客さまに喜ばれる商品・サービス・店舗の実現を目指し、タレント

マネジメントにおいても継続的な人材投資を進めている。

丸井グループは、純粋持株会社である株式会

社丸井グループと11の事業会社から構成され、

小売事業、フィンテック事業、空間プロデュー

ス・商業・広告事業など幅広く事業を展開。

2018年2月には日本初、クレジットカードでつ

みたて投資ができる証券会社を設立している。

株式会社丸井グループ

独
自
の
人
材
育
成
施
策「
職
種
変
更
」で

キ
ャ
リ
ア
形
成
と
能
力
開
発
を
促
進

―
―
「
共
創
サ
ス
テ
ィ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営
」に
向

け
た
人
材
育
成
方
針
に
つ
い
て
ま
ず
は
教
え
て

く
だ
さ
い
。

石
岡
氏　

当
社
で
は
、
全
社
員
が
目
指
す
べ
き

人
材
像
と
し
て
、
お
客
さ
ま
を
は
じ
め
、
さ
ま

ざ
ま
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
視
点
に
立
ち
、

そ
れ
ぞ
れ
の
思
い
に
共
感
が
で
き
る
「
共
感
す

る
力
」、
変
化
を
楽
し
み
な
が
ら
、
当
た
り
前

や
思
い
込
み
に
と
ら
わ
れ
ず
提
案
を
実
行
で
き

る
「
革
新
す
る
力
」
の
育
成
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ
し
や
す
い
組
織
風
土

を
醸
成
し
、
変
化
に
強
い
社
員
を
育
成
す
る
こ

と
が
人
事
部
の
重
要
な
役
割
だ
と
思
っ
て
い
ま

す
。
そ
の
カ
ギ
と
な
る
取
り
組
み
の
ひ
と
つ
が

「
職
変
」で
す
。こ
れ
は
グ
ル
ー
プ
会
社
間
の「
職

種
変
更
」
の
略
で
、
純
粋
持
株
会
社
で
あ
る
丸

井
グ
ル
ー
プ
と
、
業
種
業
態
別
に
展
開
す
る
事

業
会
社
の
計
12
社
の
グ
ル
ー
プ
会
社
間
を
異
動

す
る
、
独
自
の
人
事
制
度
で
す
。
異
動
に
よ
る

職
種
変
更
の
パ
タ
ー
ン
は
小
売
店
舗
か
ら
I
T

業
、 

物
流
か
ら
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
事
業
な
ど
多
岐

に
わ
た
り
、
ま
る
で
別
会
社
に
転
職
す
る
よ
う

な
も
の
で
す
。
当
社
で
は
2
0
1
9
年
４
月
ま

で
に
、
全
グ
ル
ー
プ
社
員
の
約
52
％
に
あ
た
る

累
計
2
5
0
0
名
が
経
験
し
て
い
ま
す
。

―
―
皆
さ
ま
も
職
変
の
ご
経
験
を
お
持
ち
の
よ

う
で
す
ね
。

石
岡
氏　

私
は
入
社
22
年
目
に
な
り
ま
す
が
、

丸
井
グ
ル
ー
プ
を
含
む
３
つ
の
グ
ル
ー
プ
会
社

間
で
人
事
異
動
を
16
回
経
験
し
て
い
ま
す
。
グ

ル
ー
プ
間
の
異
動
回
数
は
延
べ
７
回
。
職
種
が

変
わ
る
と
、当
た
り
前
で
す
が
初
心
者
の
た
め
、

異
動
直
後
は
そ
れ
な
り
に
躓
き
や
悩
み
も
生
じ

ま
す
が
、
そ
れ
以
上
に
新
た
な
気
づ
き
や
視
野

の
広
が
り
な
ど
得
ら
れ
る
こ
と
は
多
く
、
職
変

が
自
身
の
成
長
を
支
え
て
き
た
と
思
い
ま
す
。

渡
辺
氏　

私
は
売
場
と
業
務
企
画
部
を
計
７
年

経
験
し
た
の
ち
、
現
在
の
丸
井
グ
ル
ー
プ
人
事

部
に
異
動
し
ま
し
た
。
売
場
で
は
P
C
を
使
う

業
務
が
ほ
ぼ
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
業
務
企

画
部
で
は
営
業
予
算
管
理
担
当
を
任
さ
れ
P
C

ス
キ
ル
が
必
須
に
。
苦
労
し
な
が
ら
ス
キ
ル
を

習
得
す
る
中
で
成
長
を
実
感
で
き
た
こ
と
は
、

今
の
人
事
部
で
も
大
い
に
役
立
っ
て
い
ま
す
。

徳
武
氏　

私
も
丸
井
の
紳
士
服
売
場
か
ら
エ
ポ

ス
カ
ー
ド
の
ユ
ー
ザ
ー
サ
イ
ト
運
営
担
当
を
経

て
、
現
在
の
人
事
部
に
至
り
ま
し
た
。
職
変
直

後
は
仕
事
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
が
大
変
で
し
た

が
、
そ
も
そ
も
職
変
が
あ
る
こ
と
を
前
提
に
入

社
し
て
い
ま
す
の
で
、
最
近
で
は
未
経
験
の
現

場
を
楽
し
め
る
よ
う
に
も
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

全社員のグループ会社間異動率

約52%
2013年4月～2019年4月累計（役員・管理職を除く）

異動後に成長を実感した社員比率

約86%
2016年11月に実施したアンケート結果

異動後のフォローアップ職種変更を支えるプラットフォーム

人事・賃金制度 労働時間 福利厚生制度 労働組合 健康保険組合グループ共通 ・チャレンジしたい職種や部署を申告できる「自己申告制度」（年2回）
・職種変更者、受け入れ側双方の気づきにつながる面談やOJTの実施

共通の人事制度だから実現する
グループ会社間異動

小売事業

空間プロデュース・
商業・広告事業

情報システム事業

不動産賃貸事業

証券事業少額短期保険事業

フィンテック事業

トータルファッション物流事業
ネット通販サポート事業

総合ビルマネジメント事業

グループ会社サポート業務

債権回収事業

すべての社員が
（株）丸井グループに入社

（株）丸井の売場などで接客を経験し、
実際にお客さまニーズに触れることで
「共感する力」を身につける

多様な職種を体験することで、
変化を楽しみ、自ら行動する
「革新する力」を養う

「共感する力」と「革新する力」を
あわせ持つ人材が、各業界の当たり前や
思い込みにとらわれない提案を実行

お客さま視点を持った、
変化に強い社員へと成長し、
グループ視点の提案を実践

社員一人ひとりの
経歴や希望を見つめた「職種変更」により
経営方針に合った人材を育成

Case Study .01

Company Data

株式会社丸井グループ

01

人事部人事課リーダー

渡辺 優梨恵 氏

人事部人事課長

石岡 治郎 氏

人事部人事課リーダー

徳武 空 氏

共感力と革新力を磨く「職種変更」

Case
Study

業種：小売業
創業：1931年
事業内容：小売事業・フィンテック事業
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職
変
の
ベ
ー
ス
は
自
己
申
告

一
人
ひ
と
り
を
し
っ
か
り
見
つ
め
て
検
討

―
―
職
変
の
対
象
者
や
異
動
先
、
キ
ャ
リ
ア
パ

ス
は
ど
の
よ
う
に
決
め
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

渡
辺
氏　

ベ
ー
ス
と
な
る
の
は
社
員
一
人
ひ
と

り
の
自
己
申
告
で
す
。
自
己
申
告
に
は
「
次
は

フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
事
業
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
た
い
」

「
財
務
・
経
理
を
経
験
し
た
い
」
な
ど
、
キ
ャ

リ
ア
に
対
す
る
想
い
が
詰
ま
っ
て
い
ま
す
。

石
岡
氏　

当
社
は
、
全
社
員
が
丸
井
グ
ル
ー
プ

に
よ
る
一
括
採
用
の
た
め
、
ど
の
事
業
会
社
に

配
属
さ
れ
て
も
グ
ル
ー
プ
共
通
の
人
事
制
度
が

適
用
さ
れ
ま
す
。
人
事
異
動
の
タ
イ
ミ
ン
グ

は
原
則
４
月
と
10
月
の
年
２
回
。
半
年
に
１

回
、
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
を
考
え
る
機
会
が
あ
り

ま
す
。
そ
こ
で
、
人
事
部
は
社
員
の
自
己
申
告

を
確
認
す
る
と
同
時
に
、
一
人
ひ
と
り
の
こ
れ

ま
で
積
み
上
げ
て
き
た
キ
ャ
リ
ア
や
職
変
の
状

況
、「
ど
の
よ
う
な
職
務
を
、
ど
の
よ
う
な
理

由
で
」
希
望
し
て
い
る
の
か
、
ま
た
過
年
度
分

の
自
己
申
告
等
も
個
別
に
確
認
し
て
い
ま
す
。

加
え
て
各
社
の
事
業
計
画
・
要
員
計
画
と
照
ら

し
合
わ
せ
、
各
社
担
当
者
と
も
し
っ
か
り
と
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り
、
そ
の
上
で
総
合

的
に
判
断
し
て
、
異
動
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を
決
定

し
て
い
ま
す
。

―
―
お
客
さ
ま
の
ニ
ー
ズ
へ
の
共
感
力
を
養
う

た
め
、
入
社
後
は
売
場
に
配
属
さ
れ
ま
す
が
、

そ
の
後
の
C
D
P（
キ
ャ
リ
ア
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ

ン
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
）に
は
モ
デ
ル
パ
タ
ー
ン
が

あ
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
す
ね
。

石
岡
氏　

モ
デ
ル
パ
タ
ー
ン
を
設
定
す
る
こ
と

を
否
定
し
て
い
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

こ
れ
か
ら
ま
す
ま
す
加
速
す
る
環
境
変
化
を
考

え
る
と
、
画
一
的
な
基
準
で
異
動
配
置
を
決
め

る
こ
と
は
、
本
人
に
と
っ
て
も
会
社
に
と
っ
て

も
限
界
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。
だ
か
ら
こ

そ
、
社
員
一
人
ひ
と
り
を
し
っ
か
り
見
つ
め
、

そ
の
人
に
合
っ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
で
職
変
を
経
験

し
て
も
ら
う
こ
と
が
、
最
も
成
長
に
つ
な
が
る

の
で
は
な
い
か
と
感
じ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
当

社
の
異
動
は
そ
の
職
務
を
経
験
し
た
こ
と
が
な

い
社
員
の
中
か
ら
も
適
材
を
探
す
こ
と
に
な
り

ま
す
。
類
似
職
務
の
経
験
者
を
検
索
す
る
わ
け

で
は
な
く
、
も
ち
ろ
ん
、
単
に
そ
の
職
務
の
希

望
者
を
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
す
る
わ
け
で
も
あ
り
ま

せ
ん
。
そ
の
た
め
、
膨
大
な
人
材
情
報
を
一
元

管
理
し
、
一
人
ひ
と
り
を
し
っ
か
り
と
見
つ
め

て
職
変
を
検
討
で
き
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を

整
え
る
た
め
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス

テ
ム
も
導
入
し
ま
し
た
。

渡
辺
氏　

シ
ス
テ
ム
導
入
以
前
は
、
各
社
員
の

人
材
情
報
を
取
り
ま
と
め
る
だ
け
で
も
膨
大
な

手
数
を
要
し
、
半
期
ご
と
の
職
変
案
検
討
プ
ロ

セ
ス
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
積
み
上
げ
る
こ
と
も
簡

単
で
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
今
で
は
、
異
動

先
ポ
ジ
シ
ョ
ン
ご
と
に
候
補
者
を
グ
ル
ー
ピ
ン
グ

し
て
表
示
し
た
り
、
人
事
担
当
者
同
士
で
共
有
・

検
索
し
た
り
す
る
こ
と
が
簡
単
に
で
き
ま
す
。

石
岡
氏　

シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
各
社
員
の
職

変
経
験
や
評
価
成
績
、
自
己
申
告
内
容
と
い
っ

た
情
報
を
一
括
管
理
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ

と
で
、
一
人
ひ
と
り
を
個
別
に
確
認
し
、
総
合

的
に
判
断
で
き
る
ス
ピ
ー
ド
が
格
段
に
上
が
り

ま
し
た
。
今
後
、
職
変
経
験
比
率
1
0
0
％
を

目
指
し
て
い
ま
す
。

社
員
一
人
ひ
と
り
が
自
律
的
に

成
長
を
目
指
せ
る
状
態
を
促
す

―
―
職
変
の
ほ
か
に
、
ど
の
よ
う
な
人
事
施
策

を
展
開
し
て
い
ま
す
か
。

徳
武
氏　

代
表
的
な
も
の
は
「
手
挙
げ
」
に
よ

る
人
材
育
成
が
あ
り
ま
す
。
今
後
の
経
営
に

と
っ
て
重
要
と
な
る
、
さ
ま
ざ
ま
な
テ
ー
マ

に
つ
い
て
考
え
る
場
と
位
置
付
け
て
い
る
「
中

期
経
営
推
進
会
議
」
を
は
じ
め
、
ビ
ジ
ネ
ス
ス

ク
ー
ル
へ
の
派
遣
や
各
種
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動

な
ど
「
自
ら
考
え
、
自
ら
行
動
す
る
」
社
員
の

育
成
に
向
け
て
、
社
員
が
自
主
的
に
手
を
挙
げ

て
参
加
し
、
成
長
す
る
た
め
の
仕
組
み
を
充
実

さ
せ
て
い
ま
す
。「
中
期
経
営
推
進
会
議
」
は

2
0
1
6
年
１
月
か
ら
、
グ
ル
ー
プ
幹
部
の
み

で
あ
っ
た
参
加
対
象
者
を
、
自
ら
手
を
挙
げ
て

参
加
意
思
を
示
し
た
全
社
員
へ
と
拡
大
し
ま

し
た
。
ほ
ぼ
毎
月
開
催
さ
れ
て
い
て
、
毎
回

1
0
0
0
名
前
後
が
応
募
し
、
選
抜
さ
れ
た
約

3
0
0
名
の
メ
ン
バ
ー
が
参
加
し
て
い
ま
す
。

当
社
で
は
会
社
が
一
方
的
に
参
加
を
促
す
研
修

は
ほ
と
ん
ど
実
施
し
て
お
ら
ず
、
全
社
員
が
自

ら
手
挙
げ
で
応
募
で
き
る
仕
組
み
を
さ
ま
ざ
ま

な
成
長
の
場
に
導
入
し
て
い
ま
す
。
皆
さ
ん
、

非
常
に
熱
心
に
応
募
し
て
い
ま
す
。

―
―
最
後
に
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
お
聞
か

せ
く
だ
さ
い
。

石
岡
氏　

今
後
は
、
よ
り
一
層
、
社
員
一
人
ひ

と
り
が
自
分
自
身
の
成
長
を
自
律
的
に
考
え
て

い
け
る
よ
う
な
仕
組
み
の
構
築
や
支
援
を
目
指

し
て
い
ま
す
。
既
に
取
り
組
み
始
め
て
い
る
も

の
と
し
て
は
、
前
述
の
「
手
挙
げ
」
に
つ
い
て
、

「
自
ら
手
を
挙
げ
た
」
記
録
を
デ
ー
タ
と
し
て

シ
ス
テ
ム
に
格
納
し
始
め
て
い
ま
す
。
こ
の
背

景
に
は
、
自
身
の
さ
ら
な
る
成
長
に
向
け
て
自

ら
を
振
り
返
る
き
っ
か
け
に
し
て
い
た
だ
き
た

い
、
と
い
う
想
い
が
あ
り
ま
す
。
シ
ス
テ
ム
導

入
当
初
は
、
主
と
し
て
人
事
部
の
み
が
活
用
し

て
い
ま
し
た
が
、
社
員
一
人
ひ
と
り
が
自
分
自

身
の
デ
ー
タ
と
し
っ
か
り
向
き
合
い
、
デ
ー
タ

を
自
身
の
成
長
た
め
に
使
え
る
よ
う
、
昨
年
度

末
に
全
社
員
に
個
人
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
を
開
放
し

ま
し
た
。
今
後
は
直
属
の
上
司
に
も
開
放
し
、

上
司
と
の
個
別
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
を
通
じ
て
さ

ら
な
る
成
長
に
繋
げ
ら
れ
る
流
れ
を
つ
く
っ
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

株式会社丸井グループ Case Study .01

2003年設立の双日株式会社は日本の総合商社の中でも“若手”だ。

2018年4月に「中期経営計画2020」を策定、対前年比10％の持続的

な利益成長に挑戦している。事業戦略を支える人事戦略においても

人材の「持続的成長」のための仕組み作りを掲げ、全社横断的に「挑

戦し続ける人材の育成と最適活用」「経営人材の育成、中堅・若手

人材の早期育成」「多様な人材の活躍促進」に向けた施策を次々と打

ち出している。

双日株式会社は、それぞれ長い歴史を持つニチメン株式

会社、日商岩井株式会社をルーツに持つ総合商社。国

内外約400社*の連結対象会社とともに、世界の様々な

国と地域で、幅広いビジネスを展開している。（*2019

年6月30日現在）

業種：総合商社　設立：2003年
連結対象会社数：国内/127社*　海外/310社*
従業員数：単体/2,517名* 　連結/1万8,793名*

双日株式会社

９事業に分散する人材を見える化し
全社最適の視点から育成・配置
企業と人材の持続的成長を目指す

Company Data

02

人事部人事企画課 副課長
善家 正寛 氏

人事部人事企画課 上級主任

岡 紘子 氏

人事部人事課 課長

衛藤 紀江 氏

人事、総務・IT業務担当副本部長 
兼 人事部長

河西 敏章 氏

Case
Study

双日株式会社 Case Study .02
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Case Study .02

「
変
わ
る
機
会
」提
供
で
個
人
の
成
長
と

事
業
の
成
功
確
率
を
高
め
る

―
―
双
日
で
は
事
業
戦
略
と
人
事
施
策
の
整
合

が
強
く
意
識
さ
れ
、
ま
さ
に
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
発
想
で
す
ね
。

河
西
氏
　
当
社
は
ル
ー
ツ
と
し
て
は
1
5
0
年

の
歴
史
が
あ
る
も
の
の
、
７
大
商
社
の
中
で
は

最
も
若
い
会
社
で
あ
り
、
伸
び
し
ろ
が
大
き
い

と
も
い
え
ま
す
。
社
員
数
も
他
商
社
に
比
べ
れ

ば
少
な
い
た
め
、
一
人
ひ
と
り
へ
の
期
待
値
は

非
常
に
高
い
。
そ
の
た
め
、
事
業
成
長
に
挑
戦

す
る
各
人
の
「
成
長
意
欲
」
を
重
視
し
、
そ
れ

ぞ
れ
の
思
い
や
個
性
を
見
極
め
て
「
変
わ
る
機

会
」
を
提
供
す
る
こ
と
を
人
事
施
策
の
基
本
に

置
い
て
い
ま
す
。
そ
れ
が
個
人
の
成
長
に
繋
が

り
、
ひ
い
て
は
事
業
の
成
功
確
率
を
高
め
る
と

の
考
え
方
で
す
。

―
―
河
西
さ
ん
は
人
事
部
長
就
任
前
、
リ
ス
ク

管
理
部
を
担
当
さ
れ
て
い
た
よ
う
で
す
が
、
当

時
か
ら
、
こ
う
し
た
考
え
方
を
お
持
ち
だ
っ
た

の
で
し
ょ
う
か
。

河
西
氏
　
事
業
投
資
の
成
功
要
因
は
『
人
』
に

尽
き
ま
す
。
投
資
の
可
否
判
断
を
す
る
に
は
、

そ
の
案
件
を
誰
が
実
行
す
る
の
か
、
そ
の
個
人

の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
や
、
何
に
ど
れ
だ
け
関
心

を
持
っ
て
い
る
の
か
と
い
っ
た
パ
ー
ソ
ナ
ル
情

報
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
こ
の
組
織
の

エ
ー
ス
は
誰
な
の
か
、
ど
の
よ
う
な
資
質
、
経

験
が
あ
り
、
ど
の
よ
う
な
人
物
が
実
行
者
な
ら

任
せ
ら
れ
る
と
い
っ
た
情
報
の
ス
ト
ッ
ク
が
必

要
と
、
リ
ス
ク
管
理
部
の
担
当
当
時
か
ら
考
え

て
い
た
た
め
、
気
に
な
る
案
件
に
つ
い
て
は
実

際
に
担
当
す
る
人
物
か
ら
直
接
話
を
聞
く
こ
と

に
し
て
い
ま
し
た
。
中
期
経
営
計
画
に
対
す
る

人
材
施
策
は
、
一
言
で
言
え
ば
『
継
続
し
て
人

を
成
長
さ
せ
ら
れ
る
仕
組
み
作
り
』
で
す
。
今

は
人
事
部
長
と
い
う
立
場
で
、
求
め
ら
れ
る
３

つ
の
タ
イ
プ
の
人
材
を
育
成
す
る
仕
組
み
を
作

ろ
う
と
し
て
い
ま
す
。

―
―
双
日
で
今
求
め
ら
れ
て
い
る
３
つ
の
人
材

タ
イ
プ
は
ど
う
い
っ
た
も
の
な
の
で
し
ょ
う
。

河
西
氏
　
ま
ず
『
発
想
を
実
現
で
き
る
人
材
』。

感
度
が
高
く
物
事
を
多
面
的
に
と
ら
え
ら
れ
る

と
同
時
に
、
周
囲
を
巻
き
込
ん
で
実
現
・
完
遂

で
き
る
実
行
力
を
持
っ
た
人
で
す
。
次
に
『
ゼ

ロ
か
ら
１
を
生
み
出
す
こ
と
が
で
き
る
人
材
』。

変
化
の
激
し
い
事
業
環
境
に
お
い
て
は
常
識
に

と
ら
わ
れ
ず
に
新
た
な
挑
戦
が
で
き
る
人
が
必

要
で
す
。最
後
に『
事
業
経
営
が
で
き
る
人
材
』。

双
日
グ
ル
ー
プ
が
擁
す
る
事
業
会
社
は
国
内
外

で
4
0
0
社
を
超
え
ま
す
。
継
続
的
な
企
業
成

長
の
た
め
に
は
事
業
会
社
を
増
や
し
、
そ
れ
ぞ

れ
の
企
業
価
値
を
上
げ
る
必
要
が
あ
る
た
め
で

す
。
こ
う
し
た
人
材
育
成
を
可
能
に
す
る
た
め

に
も
、『
人
の
成
長
』
を
因
数
分
解
し
て
、
そ

の
き
っ
か
け
や
要
因
を
探
り
出
し
、
優
秀
な
人

材
が
育
つ
仕
組
み
を
作
り
上
げ
る
こ
と
が
現
在

の
最
大
の
関
心
事
で
す
。
ま
ず
は
、
人
と
組
織

に
関
す
る
し
っ
か
り
と
し
た
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を

構
築
し
、
全
社
横
断
的
に
人
と
組
織
を
見
え
る

化
す
る
こ
と
。そ
し
て
、限
ら
れ
た
人
的
リ
ソ
ー

ス
を
最
大
限
に
活
用
す
る
た
め
の
枠
組
み
を
整

え
る
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。

本
部
横
断
的
な
最
適
配
置
を
目
指
し

シ
ス
テ
ム
導
入
、
研
修
強
化
を
進
め
る

―
―
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
る
な
ど
、
本
部
横
断

的
に
人
と
組
織
の
見
え
る
化
を
図
っ
て
お
ら
れ

ま
す
ね
。

河
西
氏　

当
社
は
、
2
0
1
5
年
に
経
営
ス

ピ
ー
ド
向
上
を
主
眼
に
４
つ
の
営
業
部
門
を
９

つ
の
本
部
に
再
編
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
以
上

に
、
商
社
特
有
の
縦
割
り
の
組
織
運
営
に
と
ら

わ
れ
な
い
営
業
本
部
横
断
的
な
最
適
配
置
の
必

要
性
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
各
本
部
は
、
事
業

業
績
だ
け
で
な
く
人
事
組
織
面
で
も
評
価
が
行

わ
れ
て
お
り
、
人
事
部
指
定
項
目
の
ほ
か
人
材

育
成
・
活
用
面
で
の
選
択
項
目
４
つ
よ
り
２
つ

を
選
択
し
、
全
社
人
事
施
策
へ
の
貢
献
度
を
評

価
す
る
こ
と
で
、
人
材
の
早
期
育
成
を
加
速
さ

せ
て
い
ま
す
。

善
家
氏　

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
り
人
材
の
見
え
る
化
が
進
ん
だ
こ

と
に
よ
っ
て
、
本
部
横
断
的
な
人
材
登
用
や
、

人
材
配
置
の
最
適
化
が
始
ま
ろ
う
と
し
て
い
ま

す
。

河
西
氏　

当
社
の
教
育
研
修
は
手
厚
く
、
貿
易

実
務
・
法
務
・
会
計
等
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ

ル
ス
キ
ル
／
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル
育
成
プ
ロ

グ
ラ
ム
や
若
い
う
ち
か
ら
積
極
的
に
海
外
勤
務

の
経
験
を
積
む
仕
組
み
が
整
備
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
ら
に
加
え
、
今
年
度
か
ら
「
30
年
後

の
社
会
を
見
通
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
が
ス
タ
ー

ト
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
全
社
か
ら
若
手
～
中

堅
社
員
を
募
っ
て
実
施
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
、

半
年
か
け
て
事
業
プ
ラ
ン
を
作
成
す
る
も
の
で

す
。
現
在
６
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
進
行
中
で
す
。

こ
れ
も
本
部
横
断
的
な
人
材
育
成
施
策
の
ひ
と

つ
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

重
点
テ
ー
マ
は
経
営
人
材
の
育
成
と

中
堅
・
若
手
人
材
の
早
期
育
成

―
―
全
社
の
人
材
育
成
に
お
い
て
、
今
、
特
に

注
力
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
何
で
し
ょ
う
か
。

衛
藤
氏　

事
業
会
社
を
増
や
す
と
と
も
に
、
各

事
業
会
社
の
企
業
価
値
を
上
げ
て
い
く
に
は
、

経
営
人
材
育
成
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
そ
の
た
め

に
も
、
若
手
社
員
の
早
期
育
成
は
重
要
テ
ー
マ

で
す
。
こ
れ
ま
で
、
事
業
会
社
の
経
営
は
ベ
テ

ラ
ン
社
員
を
中
心
に
行
っ
て
い
ま
し
た
が
、
こ

の
領
域
に
若
手
も
入
れ
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。
人
事
評
価
に
メ
リ
ハ
リ
を
つ
け
、
人

材
を
積
極
的
に
登
用
す
る
取
り
組
み
を
始
め
て

い
ま
す
。
ま
た
、
本
人
の
描
く
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ

ン
を
上
司
と
共
有
す
る
場
を
設
け
て
い
ま
す
。

従
来
は
総
合
職
社
員
の
み
に
行
っ
て
い
た
の
で

す
が
、
今
般
そ
の
対
象
を
事
務
職
を
含
む
全

社
員
に
拡
大
し
ま
し
た
。「
現
状
維
持
は
な
い
、

成
長
が
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

も
込
め
て
い
ま
す
。
人
数
の
少
な
い
会
社
で
す

か
ら
、
全
員
が
活
躍
で
き
る
環
境
を
整
え
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
こ
れ
ら
の
情
報
は
評

価
や
サ
ー
ベ
イ
結
果
な
ど
と
と
も
に
タ
レ
ン
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
蓄
積
し
、
配
置
や

異
動
、
経
営
人
材
育
成
の
参
考
デ
ー
タ
と
し
て

活
用
中
で
す
。
双
日
グ
ル
ー
プ
が
大
き
く
成
長

し
よ
う
と
し
て
い
る
中
、
従
来
の
本
部
最
適
か

ら
全
社
最
適
の
視
点
へ
と
変
わ
り
始
め
て
い
る

と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

―
―
デ
ー
タ
の
有
効
活
用
に
よ
っ
て
、
全
社
視

点
で
の
人
材
配
置
・
育
成
が
飛
躍
的
に
進
み
そ

う
で
す
ね
。

岡
氏　

こ
れ
ま
で
も
人
事
情
報
、
評
価
情
報
、

目
標
設
定
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
な
ど
、
社
員
に
関

わ
る
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
蓄
積
し
て
い
ま
し
た

が
、
複
数
の
人
事
情
報
シ
ス
テ
ム
に
分
散
し
て

い
た
の
で
、
情
報
の
閲
覧
、
出
力
だ
け
で
も
一

苦
労
で
し
た
。
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス

テ
ム
導
入
で
業
務
効
率
が
格
段
に
上
が
っ
て
い

ま
す
。
今
後
は
、
現
在
蓄
積
し
て
い
る
デ
ー
タ

に
加
え
て
、
性
格
や
行
動
特
性
、
上
司
や
仲
間

と
の
相
性
な
ど
の
デ
ー
タ
、
ま
た
放
っ
て
お
く

と
失
わ
れ
て
し
ま
う
『
誰
か
の
頭
の
中
に
あ
る

情
報
』
も
加
え
て
い
け
れ
ば
、
組
織
の
さ
ら
な

る
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
向
上
に
つ
な
が
る
の
で
は

な
い
か
と
考
え
て
い
ま
す
。

善
家
氏　

人
事
に
関
わ
る
デ
ー
タ
に
は
、
資
格

や
発
令
な
ど「
堅
い
デ
ー
タ
」と
、
本
人
の
キ
ャ

リ
ア
プ
ラ
ン
や
思
い
、
会
話
記
録
な
ど
「
柔
ら

か
い
デ
ー
タ
」
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
２
つ
の
合

わ
せ
技
に
よ
っ
て
最
適
配
置
が
導
き
出
さ
れ
る

た
め
、
合
わ
せ
技
を
素
早
く
的
確
に
実
現
さ
せ

る
た
め
の
環
境
を
整
備
し
続
け
る
必
要
が
あ
る

で
し
ょ
う
。

―
―
最
後
に
、
今
後
の
展
望
を
お
聞
か
せ
く
だ

さ
い
。

衛
藤
氏　

今
は
人
事
部
内
だ
け
で
タ
レ
ン
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
入
っ
て
い
る
情
報
を

配
置
や
異
動
、
経
営
人
材
の
育
成
の
た
め
に
参

照
し
活
用
し
て
い
ま
す
が
、
い
ず
れ
は
営
業
本

部
長
へ
の
公
開
も
視
野
に
入
れ
、
人
事
部
も
関

与
し
な
が
ら
、
各
本
部
内
で
デ
ー
タ
を
活
用
し

て
人
材
育
成
を
考
え
ら
れ
る
仕
組
み
を
作
っ
て

い
き
た
い
で
す
。

河
西
氏　

次
の
中
期
経
営
計
画
に
組
み
込
ま
れ

る
で
あ
ろ
う
『
継
続
的
に
1
0
0
0
億
円
の
利

益
を
生
み
出
す
』
に
応
え
ら
れ
る
人
事
施
策
・

人
づ
く
り
と
は
何
な
の
か
。
そ
れ
が
今
後
、
人

事
に
求
め
ら
れ
る
重
要
な
テ
ー
マ
に
な
っ
て
く

る
で
し
ょ
う
。
個
人
の
成
長
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ

を
図
り
つ
つ
、
さ
ら
に
次
の
ス
テ
ー
ジ
を
目
指

し
ま
す
。

《自動車本部》
完成車輸出・現地組立製造販売・自動車卸・小売事業・ 
四輪、二輪製品事業・品質検査事業・販売金融

《航空産業・交通プロジェクト本部》
宇宙航空事業・交通社会インフラ事業・船舶事業

《機械・医療インフラ本部》
医療インフラ事業・プラントプロジェクト事業・産業機械・軸受事業

《エネルギー・社会インフラ本部》
環境インフラ事業・電力プロジェクト事業・石油・ガス事業・ 
LNG事業・原子力事業

《金属・資源本部》
石炭関連事業・鉄鋼関連事業・ベースメタル関連事業

《化学本部》
DCPD事業・メタノール事業・マリンケミカル事業（工業塩）・ 
レアアース事業・合成樹脂販売事業

《食料・アグリビジネス本部》
アグリビジネス事業・水産事業・飼料事業・食料事業

《リテール・生活産業本部》
食品流通事業・商業施設運営事業・ブランド事業・消費財流通事業・
テキスタイル販売事業・植林・チップ生産事業

《産業基盤・都市開発本部》
海外工業団地事業・分譲マンション事業・J-REIT運用事業・ 
総合生活サポート事業

双日の９つの営業本部とその取り組み内容

双日株式会社



個人の才能に着目し
開花させるFITMへの期待

 「
タ
レ
ン
ト
と
は
何
か
」を
追
求
し 

 
進
化
し
て
き
た
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
、
欧
米
で
は
実

務
面
だ
け
で
な
く
、
最
近
は
学
術
的
に
も
注
目

度
が
上
が
っ
て
い
る
分
野
で
す
。
グ
ロ
ー
バ
ル

企
業
で
は
、
急
速
に
成
長
す
る
新
興
国
で
ビ
ジ

ネ
ス
を
展
開
す
る
際
、
現
地
に
ビ
ジ
ネ
ス
を
任

せ
ら
れ
る
人
材
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
が
共
通

課
題
と
し
て
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
国
を
越

え
て
必
要
な
人
材
を
可
視
化
し
、
育
成
・
登
用

す
る
「
グ
ロ
ー
バ
ル
・
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
」に
対
す
る
関
心
が
特
に
高
い
の
で
す
。

今
回
、
パ
ー
ソ
ル
総
合
研
究
所
が
日
本
企

業
に
実
施
し
た
実
態
調
査
で
は
、
経
営
戦
略
と

人
事
戦
略
の
紐
づ
き
に
課
題
が
見
ら
れ
た
よ
う

で
す
が
、
そ
の
観
点
か
ら
は
次
の
よ
う
な
定
義

の
変
遷
も
知
っ
て
お
く
と
よ
い
と
思
う
の
で
ご

紹
介
し
ま
し
ょ
う
。
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

は
、
ご
存
知
の
通
り
、
マ
ッ
キ
ン
ゼ
ー
の W

ar 

for T
alent

に
端
を
発
し
て
い
ま
す
。「Pay- 

for-the-Job

」
の
考
え
方
が
一
般
的
な
欧
米
で

は
、
ど
う
い
う
「
仕
事
」
に
い
く
ら
報
酬
を
出

す
か
が
重
要
な
視
点
で
す
。
そ
の
よ
う
な
中
で 

W
ar for T

alent

は
「
人
材
の
持
つ
タ
レ
ン
ト

（
才
能
）」
に
着
目
し
、
そ
の
能
力
の
伸
長
、
成

長
、活
躍
を
評
価
す
る「Pay-for-the-Person

」

と
い
う
考
え
方
を
提
示
す
る
こ
と
で「Pay-for-

the-Job

」
の
限
界
を
指
摘
し
た
点
で
、
大
き
な

意
義
が
あ
っ
た
と
い
え
ま
す
。
し
か
し
、 W

ar 

い
理
由
は
、
こ
れ
ま
で
会
社
か
ら
や
る
べ
き
こ

と
だ
け
を
指
示
さ
れ
、
個
人
の
や
り
た
い
こ
と

は
軽
視
さ
れ
て
き
た
と
い
う
背
景
が
挙
げ
ら
れ

る
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、
今
後
こ
の
よ
う
に
業

務
管
理
ば
か
り
し
て
い
る
企
業
に
は
人
が
集
ま

ら
な
く
な
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
近
年

の
学
生
が
就
職
活
動
で
重
視
す
る
も
の
は
「
会

社
名
」で
は
な
く
、
そ
の
企
業
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・

ビ
ジ
ョ
ン
に
な
っ
て
き
て
い
る
と
聞
き
ま
す
。

自
分
自
身
の
や
り
た
い
こ
と
や
価
値
観
に
合
う

企
業
で
あ
る
か
を
判
断
す
る
た
め
で
す
。
そ

の
た
め
、
企
業
の
価
値
観
に
共
感
し
、
そ
こ
で

個
々
人
の
や
り
た
い
こ
と
や
強
み
を
最
大
限
に

発
揮
で
き
る
（
ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

高
く
働
け
る
）
人
に
入
社
し
て
も
ら
う
た
め
に

も
、
企
業
側
か
ら
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
ビ
ジ
ョ
ン
・

バ
リ
ュ
ー
を
示
す
こ
と
は
必
要
に
な
っ
て
い
る

の
で
す
。

《
排
除
的
》な
日
本
型
雇
用
の

変
化
の
き
っ
か
け
と
し
て
も
期
待

も
ち
ろ
ん
個
人
の
や
り
た
い
こ
と
は
、
年
齢

や
経
験
、
成
長
に
よ
っ
て
変
化
し
ま
す
。
一
生

を
か
け
て
、
や
り
た
い
こ
と
を
探
す
と
い
う
考

え
方
も
あ
る
で
し
ょ
う
。
ま
た
企
業
側
も
、
ビ

ジ
ネ
ス
環
境
や
成
長
段
階
に
合
わ
せ
て
戦
略
を

変
え
て
い
き
ま
す
。
そ
の
た
め
、
企
業
・
組
織

と
個
人
そ
れ
ぞ
れ
の
成
長
度
合
い
や
目
指
す
も

の
が
合
致
し
て
い
る
期
間
は
協
働
し
、
合
わ
な

く
な
れ
ば
卒
業
す
る
と
い
っ
た
企
業
と
個
人
の

関
係
性
が《
普
通
》に
な
っ
て
く
る
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。
そ
う
な
れ
ば
「
全
身
全
霊
で
会

社
に
忠
誠
を
尽
く
せ
」
と
い
う
考
え
方
は
も
は

や
通
用
し
ま
せ
ん
。
時
間
・
場
所
・
職
務
を
完

全
に
拘
束
さ
れ
、
辞
令
ひ
と
つ
で
ど
こ
へ
で
も

転
勤
す
る
、
そ
し
て
、
そ
の
条
件
を
の
ん
だ
人

以
外
は《
排
除
す
る
》と
い
う
日
本
型
雇
用
の
持

つ
《
排
除
（exclusive

）》
の
側
面
は
今
後
、
変

化
し
て
い
か
ざ
る
を
得
な
い
で
し
ょ
う
。
そ
の

よ
う
な
と
き
に
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
の
包
摂
と
い
う
側

面
が
、
注
目
さ
れ
て
い
く
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

た
だ
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
は
個
別
管
理
の
た
め
、
人

事
機
能
の
集
権
・
分
権
な
ど
権
限
・
役
割
の
在

り
方
に
つ
い
て
自
社
に
適
し
た
バ
ラ
ン
ス
を
検

討
す
る
こ
と
は
重
要
に
な
る
で
し
ょ
う
。
企
業

に
よ
っ
て
異
な
る
独
自
の
戦
略
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を

検
討
す
る
の
と
同
じ
よ
う
に
、
自
社
の
経
営
戦

略
は
ど
の
よ
う
な
方
針
で
、
何
が
戦
略
的
ポ
ジ

シ
ョ
ン
と
な
り
、
そ
の
た
め
に
ど
の
よ
う
な
タ

レ
ン
ト
が
必
要
で
、
そ
の
タ
レ
ン
ト
た
ち
は

ど
の
よ
う
な
こ
と
を
や
り
た
い
と
望
ん
で
い
て
、

自
社
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
ビ
ジ
ョ
ン
・
バ
リ
ュ
ー

と
ど
の
よ
う
に
価
値
観
が
合
致
す
る
の
か
と

い
っ
た
こ
と
を
、
経
営
と
人
事
が
一
緒
に
な
っ

て
突
き
詰
め
て
考
え
る
こ
と
。
そ
の
よ
う
な
こ

と
は
、
手
間
が
か
か
る
し
、
時
間
も
か
か
り
ま

す
。
し
か
し
、
企
業
に
と
っ
て
は
、
こ
の
よ
う

な
検
討
に
時
間
を
か
け
る
こ
と
が
、
成
功
へ
の

最
も
近
道
と
い
え
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

日本企業でもようやく広がってきたタレントマネジメントへの取り組み。

これまでさまざまな定義が提唱されてきたタレントマネジメントは今後、ど

のような方向に発展していくのだろうか。タレントマネジメントが研究領域

のひとつである法政大学大学院の石山恒貴教授にタレントマネジメントのこ

れまでの変遷と今後の展望についてお話を伺った。

石山 恒貴 氏
法政大学大学院政策創造研究科 研究科長・教授

国内外の企業で人事労務関係を担当したのち、

現職。人的資源管理、人材育成、雇用が研究領域。

日本労務学会理事、人材育成学会理事。

for T
alent

で
設
定
し
た
「
タ
レ
ン
ト
」
が
Ａ
ラ

ン
ク
の
ス
タ
ー
タ
レ
ン
ト
に
偏
っ
て
い
た
た
め
、

そ
も
そ
も
そ
の
よ
う
に
タ
レ
ン
ト
に
付
け
た
ラ

ン
ク
が
企
業
共
通
の
普
遍
的
な
も
の
な
の
か
、

生
来
的
に
Ａ
ラ
ン
ク
の
人
と
い
う
の
が
存
在
す

る
の
か
と
い
っ
た
批
判
が
生
じ
ま
し
た
。

そ
こ
で
出
て
き
た
定
義
の
ひ
と
つ
が
、
戦

略
的
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（Strategic 

T
alent M

anagem
ent/ST

M

）
で
す
。
そ
れ

ぞ
れ
の
企
業
の
中
で
「
戦
略
的
ポ
ジ
シ
ョ
ン
」

（=Job

）を
定
め
、
そ
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
必
要
な

能
力
を
持
っ
た
人
材
（ =Person

）
を
「
タ
レ
ン

ト
」
と
し
て
採
用
・
育
成
し
よ
う
と
す
る
考
え

方
で
す
。 Jay B. Barney

の
リ
ソ
ー
ス
・
ベ
ー

ス
ド
・
ビ
ュ
ー
（
Ｒ
Ｂ
Ｖ
：
経
営
資
源
に
基
づ

く
競
争
優
位
の
理
論
）
に
あ
る
よ
う
に
、
企
業

に
と
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
他
社
が
模
倣
で
き

な
い
経
営
資
源
を
作
り
出
す
こ
と
が
重
要
で
す
。

そ
の
よ
う
な
競
争
優
位
性
を
生
む
ポ
ジ
シ
ョ
ン

が
、「
戦
略
的
ポ
ジ
シ
ョ
ン
」
で
す
。
例
え
ば

あ
る
外
資
系
物
流
企
業
で
は
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
と

直
接
接
点
を
持
つ
ト
ラ
ッ
ク
運
転
手
が
そ
れ
に

該
当
す
る
な
ど
、
戦
略
ポ
ジ
シ
ョ
ン
は
必
ず
し

も
経
営
幹
部
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
と
は
限
り
ま
せ
ん
。

戦
略
的
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
行
う
に
は
、

自
社
の
経
営
戦
略
に
必
要
な
ポ
ジ
シ
ョ
ン
と
、

そ
こ
に
必
要
な
タ
レ
ン
ト
を
見
極
め
、
そ
の
タ

レ
ン
ト
を
最
大
限
に
生
か
す
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に

注
力
す
る
た
め
、
自
然
と
経
営
戦
略
と
人
事
戦

略
は
統
合
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

ケ
イ
パ
ビ
リ
テ
ィ
概
念
な
ど
が
理
論
的
背
景
と

な
っ
て
い
ま
す
。 

W
ar for T

alent

や
戦
略
的
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
が
、
対
象
者
を
一
部
の
層
に
絞
る
こ

と
で
従
来
の
人
的
資
源
管
理
と
差
異
化
し
て
い

た
の
に
対
し
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
は
対
象
者
を
全
員

と
し
た
こ
と
で
、
そ
の
差
異
が
な
く
な
っ
た
と

の
指
摘
が
あ
り
ま
す
が
、
着
目
点
が
異
な
る
と

い
え
ま
す
。
従
来
の
人
的
資
源
管
理
に
お
け
る

全
社
的
な
人
事
施
策
の
あ
り
方
の
議
論
に
対
し
、

Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
で
は
個
人
の
や
り
た
い
こ
と
や
強
み

に
焦
点
を
当
て
、
個
人
に
自
身
の
強
み
を
意
識

さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
個
別
に
そ
れ
ぞ
れ
の
潜
在

能
力
を
最
大
発
揮
さ
せ
る
と
い
う
こ
と
が
議
論

の
対
象
の
中
核
で
す
。

Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
は
日
本
に
適
し
て
い
る
か
？

ま
ず
は
ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
の

改
善
が
必
要

Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
は
「
仕
事
」
で
は
な
く
「
人
」
に
着

目
す
る
点
で
は
、
日
本
企
業
に
親
和
性
が
高
い

か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
た
だ
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
で
は
エ

ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
、
特
に「
仕
事
へ
の
熱
意
」を

意
味
す
る
ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
が
重

視
さ
れ
ま
す
が
、
日
本
企
業
は
世
界
的
に
見
て

ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
が
低
い
状
況
に

あ
り
、
そ
こ
が
大
き
な
課
題
で
す
。
ワ
ー
ク
・

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
と
は
、
バ
ー
ン
ア
ウ
ト
や

メ
ン
タ
ル
不
調
の
対
に
あ
た
る
概
念
な
の
で
す
。

日
本
の
ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
が
低

雇
用
の
在
り
方
が
変
化
す
る
中

包
括
的
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（
F
I
T
M
）に
注
目

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
定
義
は
今
も
海

外
で
進
化
し
続
け
て
い
ま
す
が
、
近
年
、
私
が

注
目
し
て
い
る
も
の
に Sw

ailes 

と D
ow

ns

が
提
唱
し
た
「
包
括
的
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
（Fully Inclusive T

alent M
anagem

ent 

/ FIT
M

）」
と
い
う
考
え
方
が
あ
り
ま
す
。
第

四
次
産
業
革
命
に
よ
っ
て
、
今
後
、
世
界
中
で

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
型
の
働
き
方
が
主
流
に
な
っ
て

く
る
で
し
ょ
う
。
そ
う
な
れ
ば
「
○
○
会
社
の

課
長
、
部
長
」
と
い
っ
た
所
属
や
肩
書
で
は
な

く
、「
何
が
で
き
る
か
」
と
い
う
個
人
の
強
み
が

よ
り
一
層
重
視
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
強

み
は
各
人
の
キ
ャ
リ
ア
観
に
従
っ
て
個
人
が
自

発
的
に
考
え
作
っ
て
い
く
し
か
あ
り
ま
せ
ん
か

ら
、
企
業
側
と
し
て
は
個
人
の
強
み
を
最
大
発

揮
し
て
も
ら
え
る
よ
う
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
必

要
に
な
る
で
し
ょ
う
。
そ
う
し
た
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
に
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
は
適
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ

ま
す
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
Ｍ
は
従
業
員
全
員
を
タ
レ
ン
ト

と
と
ら
え
、
最
適
な
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
与
え
る
こ

と
で
、
一
人
ひ
と
り
の
持
つ
才
能
を
最
大
限
に

発
揮
し
て
も
ら
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

そ
の
際
、
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
が
高
く
、
生
き

生
き
と
楽
し
く
働
い
て
い
れ
ば
人
の
才
能
は

最
大
限
に
発
揮
さ
れ
、
高
ま
る
と
い
う
考
え
方

が
ベ
ー
ス
と
な
っ
て
い
て
、 Seligm

an

の
提
唱

す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
心
理
学
やA

m
artya Sen

の

タレントマネジメントは日本に根付くか
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人
口
減
少
の
中
、
熾
烈
化
す
る
グ
ロ
ー

バ
ル
競
争
で
戦
う
現
代
は
、
日
本
の
人
事

に
と
っ
て
ま
さ
に
受
難
の
時
代
だ
と
思
う
。

人
事
の
施
策
は
、
理
想
を
追
い
求
め
る

だ
け
で
は
達
成
で
き
な
い
。
社
員
以
外
に

も
、
こ
の
社
会
に
生
き
る
人
々
、
そ
の
中

で
自
社
を
今
後
志
望
し
て
く
れ
る
で
あ
ろ

う
人
々
を
無
視
し
て
経
営
は
で
き
ず
、
人

事
も
制
約
を
受
け
る
。
生
産
年
齢
人
口
が

急
減
し
、
外
部
労
働
市
場
が
未
発
達
か
つ

日
本
型
雇
用
が
い
ま
だ
主
流
で
あ
る
日
本

で
は
、
限
ら
れ
た
人
材
の
適
所
適
材
に

よ
っ
て
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
最
大
化
す
る

「
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
に
注
力
す
る

こ
と
は
欧
米
以
上
に
必
要
だ
。
だ
が
、
職

務
の
定
義
が
明
確
に
な
い
職
能
資
格
制
度

で
あ
る
が
ゆ
え
に
、
ジ
ョ
ブ
型
に
比
べ
職

務
や
個
人
の
ス
キ
ル
・
能
力
を
見
え
る
化

し
づ
ら
く
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は

な
か
な
か
普
及
し
て
こ
な
か
っ
た
。

ま
た
、
海
外
で
の
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
経
営
人
材
の
選
抜
・
育
成
に
端
を

発
す
る
点
も
、
日
本
で
の
普
及
を
阻
ん
だ

と
考
え
ら
れ
る
。
最
近
で
こ
そ
リ
ー
ダ
ー

育
成
に
注
力
す
る
日
本
企
業
が
増
え
た
が
、

や
は
り
良
く
も
悪
く
も
平
等
・
公
平
に
人

材
を
運
用
し
て
き
た
日
本
で
は
、
リ
ー

ダ
ー
の
み
に
集
中
投
資
を
す
る
考
え
方
は

受
け
入
れ
ら
れ
に
く
か
っ
た
の
だ
ろ
う
。

そ
ん
な
中
、
本
誌
取
材
で
伺
っ
た

「
F
I
T
M
（
包
括
的
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
）」
は
、
日
本
に
タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
浸
透
す
る
良
い
き
っ
か
け
に
な
る

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。「
す
べ
て
の
社

員
が
才
能
を
有
す
る
こ
と
を
認
め
受
容
し
、

社
員
が
そ
の
才
能
を
発
揮
す
る
た
め
に
最

適
な
機
会
と
な
り
う
る
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
社

員
を
配
置
し
、
継
続
的
に
評
価
を
行
う
こ

と
」
と
定
義
さ
れ
た
こ
の
概
念
は
日
本
企

業
に
適
合
し
や
す
い
と
思
わ
れ
る
。

も
ち
ろ
ん
メ
リ
ハ
リ
は
重
要
だ
。
も
は

や
ビ
ジ
ネ
ス
界
の
ル
ー
ル
が
グ
ロ
ー
バ
ル

共
通
と
な
っ
て
い
る
中
で
、《
エ
ー
ス
》
に

集
中
投
資
し
な
い
と
い
う
選
択
は
考
え
ら

れ
な
い
。
経
営
を
け
ん
引
す
る
リ
ー
ダ
ー

層
を
育
成
す
る
仕
組
み
は
維
持
し
つ
つ
、

全
体
を
底
上
げ
す
る
仕
組
み
が
欠
か
せ
な

い
だ
ろ
う
。
適
所
適
材
は
配
置
し
て
完
成

で
は
な
い
。
そ
こ
に
配
置
さ
れ
た
人
が
モ

チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
高
く
仕
事
に
取
り
組
ま
な

け
れ
ば
、
良
い
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
は
生
ま

れ
な
い
。
そ
の
意
味
で
も
、
F
I
T
M
の

よ
う
な
考
え
方
が
日
本
に
限
ら
ず
重
要
に

な
っ
て
く
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

た
だ
一
方
で
、
日
本
企
業
は
賃
金
ア
ッ

プ
な
ど
処
遇
改
善
を
早
急
に
す
べ
き
で
あ

る
。
処
遇
は
土
台
で
あ
る
《
健
康
な
身
体

づ
く
り
》だ
か
ら
で
あ
る
。
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
高
め
る
施
策
は《
カ
ン
フ
ル
剤
》か
も

し
れ
な
い
が
、
体
調
の
悪
い
時
に
用
い
る

刺
激
で
あ
り
、
一
時
的
な
も
の
に
す
ぎ
な

い
。
だ
が
、
O
E
C
D
の
平
均
賃
金
デ
ー

タ（
※
１
）に
よ
る
と
、
過
去
20
年
間
で
主

要
先
進
国
が
30
～
40
％
上
昇
す
る
中
、
日

本
だ
け
が
７
%
減
少
し
て
い
る
。
最
近「
ど

う
し
た
ら
社
員
の
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を

高
め
ら
れ
る
で
し
ょ
う
か
」
と
い
う
相
談

を
受
け
る
こ
と
が
多
い
が
、
そ
う
い
う
会

社
に
限
っ
て
、
そ
れ
ら
の
施
策
以
前
の
公

正
な
報
酬
や
仕
事
量
の
適
正
化
な
ど
が
な

さ
れ
て
い
な
い
。
い
や
、
そ
れ
は
コ
ス
ト

と
な
る
の
で
、
そ
れ
以
外
の
こ
と
で
す
り

替
え
を
し
て
い
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

本
当
の
意
味
で
「
会
社
に
重
要
だ
と
思
わ

れ
て
い
る
」「
会
社
が
評
価
し
て
く
れ
て

い
る
」
と
本
人
が
実
感
で
き
な
い
と
こ
ろ

で
、
M
V
V
（
※
２
）
経
営
だ
け
に
注
力

し
て
も
、
人
が
動
か
な
い
こ
と
は
明
白
だ
。

適
切
な
処
遇
を
土
台
に
、
タ
レ
ン
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
さ
ら
に
は
F
I
T
M
の
よ
う
な

概
念
で
も
っ
て
、
社
員
を
動
機
づ
け
て
い

く
。
そ
れ
が
、
厳
し
い
少
子
高
齢
化
の
中

で
、
日
本
企
業
が
生
き
残
る
数
少
な
い
方

策
の
ひ
と
つ
だ
と
私
は
思
う
。

人口減少の中、日本企業が生き残る方策は
健全な処遇を土台にした
タレントマネジメントの実行

編集長が語る櫻井 功

※１　OECD.Stat: Average annual wages（Current prices in NCU）
※２　MVV＝ミッション、ビジョン、バリュー
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